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1. 問題の所在

さきに，われわれは， ["商業的農業の現段階的性格に関する一考察J(北大

『農経論叢』第22集所収)において，解明すべき考察対象を主としてわが国戦後

の商業的農業におき，その分析にあたっての基本視点を明らかにした。この

稿およびこのあとに予定している稿は，さきの稿の続篇をなすものであり，

いわばさきの総論的絞述に対する各論をなすものである。つまり，前稿のな

かで明らかにした基本視点および商業的農業の基本動向の特質について，こ

れを具体的に論証しようとするものである。もちろん，戦後商業的農業に

関する分析は，これまで決して少なかったわけで、はない。とくに，農村市場

問題研究会編「日本の農村市場J(1957年)は，戦後農業を商業的農業の展開

という面から，とくに市場問題に重点をおいて，戦後日本資本主義の発展の

なかに位置づけた研究としてきわめてすく内れたものであり，この分野の研究
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に対しての「道しるべ」としての役割を果している。また，このほかに，直接，

商業的農業を分析視角とした研究も少なくない。

このようななかで小論が意図するのは， ひとつには， 戦後20年の農業

の動向のなかで，昭和 30年以降p とりわけここ数年らいの動向についての

分析が比較的少なしそれらをふくめた戦後 20年の動向の性格規定があら

ためて必要とされている，ということにあるが，さらに，その性格規定にあ

たって，若干の新しい視角をおりこんでみようという意図も含まれている。

そのような新しい視角のなかでとりわけ重視しておきたいのは，第 1に国民

経済の再生産構造の変化との関連で農業の動向を位置づける，という視点で

ある。このばあい，後期資本主義の再生産構造の歴史的特質として，外国貿

易がその発展にとって不可欠の歴史的条件となっていること，とくに第二次

世界大戦後，資本主義世界体制の市場発展は，社会主義経済体制の飛躍的拡

大，アメリカ資本主義の異常な進出，という新しい条件のもとで，世界貿易

構造の再編成をよぎなくしており，そのことがまた戦後日本資本主義の再

生産構造をぬきがたく規制しているのである。したがって，国内における

商業的農業の展開条件は，単にこれを園内的条件にもとめるだけでは不十分

である。戦後商業的農業の展開，とくに貿易自由化が急速に進行した昭和35

年以降の動向のなかで外国貿易がその主要な規制要因となっていることは，

前稿ですでにふれたとおりであるが，かかる外国貿易はそれ以前の時期をふ

くめた戦後商業的農業に一貫した規制要因であり，戦前の植民地依存型と対

比されるべき特質である。したがって，外国貿易，とりわけ戦後貿易自由化

を単に「園内農業にたし、する影響からいえばあるいみでていど問題である」

(大内力編『農業をとりまく新環境JI329ベージ)と見るだけでは不十分であると思

う。もちろん，外国貿易が一国の再生産構造に影響を与えるといっても，そ

れは，商品の輸出入，および資本の流出入を通してであり，資本主義経済構

造の基底をなす労働市場に関しては，国際間の平準化はほとんどないとし、っ

てさしっかえない。国際間の資本の流出入が，競争を通してその利潤率の平

準化という方向にではなく，逆に，国際間の生産力の不均等発展を促進する

ような方向で，したがって，資本の集中，集積がまさに国際的規模で展開す

るのも，その要因として，労働力市場の国際的断絶があるからにほかならな

い。その意味では，外国貿易が一国の再生産構造に与える影響を過大視して，
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商品の輸出入，資本の流出入を通して，一国の枠をこえた世界資本主義の成

立，発展を想定するがごときは，逆の意味で誤りをおかすことになろう (EEC

においても加盟国聞の利害対立は一向に解消しておらず，むしろ激化してい

る)。しかし，それにもかかわらず，外国貿易を重視せざるをえないのは，こ

の点をぬきにして戦後商業的農業の動向の特質を正しく把握することができ

ないと思うからであるo

第 2の視点は，産業諸部門聞の生産力の不均等発展(資本の有機的構成

の段階的ちがし、を媒介にしてみるほかはないであろうが)を地域経済にまで

下して検証し，そのなかに農業の位置づけを行ない，さらに農業内における

社会的分業の展開(商品生産の発展)を地域的分化として，し、し、かえれば主

産地形成として把握しようということにある。とくに，現在のように，農村

の非農業化(はっきりした動きとしては都市化)が急速に進んでいる段階で

は，農業生産の動向について，単に農業内にその要因を求めるだけでは不十

分である。農業のある側面はすでに非農業部門と区別がつかないほどの変質

を示しているし，非農業部門もまたそのような農業ないし農村の変貌をより

どころにして発展している。農業生産を規制する条件としての他部門の産業

構造，就業構造，金融構造などは，それじたい全国的共通性とともにすぐれ

て地域経済との緊密な結びつきのもとになり立っている。とくに，農産物市

場は，全国的市場領域への展開が広汎にみられるとはし、え，依然、として地方

分散的市場に依拠している部面がすくなくない。輸送問題ひとつを取りあげ

ても，そこには地域性が根強く残存している。かかる地域性は農業内におけ

る社会的分業の展開過程でもっとも明瞭にあらわれる。そして，かかる農業

生産の地域的分化が，たとえば地代形成要因のごとき単なる農業内の地域差

によるのではなし非農業部門にみられる地域性に規制されている，という

側面を重視したいと考えている。

し、し、かえれば，産業語部門間の不均等発展は，これを地域的にとらえた

ばあいには，生産力したがって経済力の地域格差に外ならないし， このこと

は，農業と非農業との間，さらに農業内における生産力，経済力の地域格差

もふくめて統一的に把握しうる問題である，と思うのである。

以上，二つの視点が，小論を進めてゆくうえでとくに留意しようとする

ことであるが，これを要するに，商業的農業の動向の現段階的特質を明らか
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にするにあたり，とくにその動向を規制していると思われる活要因について

摘出してみよう，ということに帰着する。つまり，商業的農業展開の基礎条

件を総括的に明らかにすることにある。その意味で，商業的農業の詰動向を

中心にした分析を進めるうえで，小論はその予備的作業をなすものである。

11. 戦後圏内市場形成の諸条件

1. 市場拡大の国際的条件

第二次世界大戦およびそれにひきつづいて生じたアジアと東欧諸国の社

会主義化という事態は，資本主義の危機を一層深化させた。つまり，資本主

義世界体制の全般的危機が第二段階に達したことを:言、味している。いうまで

もなく，全般的危機さらにはその段階規定に関する論理は，資本主義世界体

制!の危機が質的に深まり，変化したことをふまえている。

それは，第 1に，第二次世界大戦後，社会主義世界体制が一層前進し，

これと資本主義世界体制との矛盾が一層激しくなったこと，第2に，帝国主

義諸国と植民地，従属国とのあいだの矛盾が，後者を中心とする民族解放闘

争のなかで一層深まったこと，そして，第 3に，資本主義諸国のブルジョアジ

ーとプロレタリアートとの矛盾が激化したこと，さらに，資本主義体制内部ま

たは帝国主義列強のあいだの矛盾が激化したこと，などとなって顕在化して

いる。これらが第二次世界大戦後の世界の主要矛盾をなし，これらを総じて

資本主義世界体制の全般的危機は一層深まっている，と見ることができる。

とくに，これを市場問題の激化という側面から見たばあい，社会主義世

界体制の前進は，資本主義世界市場の地域的縮小をもたらし，その体制内に

おける市場獲得競争を一層激化させることとなった札

さらに，植民地，従属国における民族解放闘争の激化と，それらの国々

における資本主義化は，資本主義諸国間における生産力の不均等発展を新た

な領域のもとで激化させ， -Ut界市場の発展に新たな局面を加えることとなっ

1) この点について，スターりンが，単一世界 ili場の崩~->....:.つの平行する世界市場

の成生と対立→資本主義世界ih場の狭陥化→資本主義の停滞，という見解を導

き，それが，当初のソ同盟の「経済学教科苫」にもうけつがれ，その後改訂された

とはいえ，その誤りは完全に克服されていないようである。(ソ辿ヂ[¥科学経済学研

究所『経済学教科書』邦訳，合同新1!l， 408ベ-:/参!照).
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た2)。このような条件変化のなかで，もっともきわだった動きを示したのは，

いうまでもなく，西欧における大市場固としての EECの成立とその後の発

展である。これにより資本主義世界市場の地域化は一層顕著となった3)そし

て，これは，表面的には，資本主義世界市場におけるアメリカの地位を後退

させた(表-1参照)。しかし，このことは，かならずしも帝国主義陣営におけ

るアメリカの政治的，経済的地位の低下を意味するものではない。むしろ，

第二次世界大戦におけるアメリカの経済的，軍事的進出が，逆にEECの結成
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を促し，その結果，アメリカ経済の軍事化を促進させ，それが世界市場の動

向を左右していることに注目しなければならない。その意味で，アメリカの

軍事力，経済力は，資本主義世界体制を支配的に規制するだけの力をもって

いるのである。さらに資本主義世界体制の内部的矛盾は，単に，アメリカ資

本主義と EECを基軸とする西欧資本主義諸国とのあいだの競争と対立の激

化という形であらわれるだけではく， EECにおける経済成長の鈍化と市場競

争の激化，加盟諸国間の経済的不均等発展の激化と経済的利害の深刻な対立

など，資本主義的統合の限界と分裂の危機を生みだしているのである4)。

2) 杉本町{七「全般的危機論に関する歴史的考察J(~経済評論.JJ 1966. 7月号所収参照.

3) 野村附夫稿「世界経済にみるデア ν傾向と地域化J(!r経済評論.JJ1965"fo 5月号所

収)。神聖r.f¥i一郎稿「世界市場における競争の展開J(~経済評論.JJ 1965 ~f. 1月号所
収)参照。

4) 名和献三稿 Ii'号本主義的統合の『限界』と EECJ (~経済評論.JJ 1966年5月号所

収)参照。
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さてp このような資本主義世界体制，とりわけ，その世界市場の動向の

なかで，戦後，日本資本主義の復興と発展の過程をどのように位置づけるか

が問題になる。とくに，このばあい，単に国際的商品流通の総体としての世

界市場ばかりでなく，生産の国際的関係をも究明しなければならない。その

際の視点として，日本資本主義の「後進性」と「戦後性」をどのように統一

酌に把握するかが重要である。

いうまでもなく，明治期における日本資本主義の成立過程は，世界経済

体f!;1jが独占資本主義段階へ転化する前夜に直面していたことに規制された。

とくに先進資本主義列強が植民地を求める状況のなかで，日本じたいが植民

地化するのを防ぎつつ，急速にその後進性を克服しなければならなかった。

そして，このために， 日本資本主義は，軍事部門ならびにその関連産業部門

の肢行的発展を不可欠とし，それじたい，圏外市場への進出をめざして帝国

主義化の道を歩まざるをえなかったのである。もっとも，国外市場開発が，

わが国の資本主義の発展にとって有した意義は，後進性の克服，さらに，異

常なまでに強行された資本の高蓄積による国内市場(とくに消費財市場)の狭

隠性，とし、う歴史的条件による制約を克服しようとするに当り，その有力な

手段になりえた，ということに存することはいうまでもない。それが単に外

国貿易によってではなし台湾，朝鮮，旧満州などへの植民地獲得のための

侵略となってあらわれたのである。そして，敗戦により，一挙に植民地を喪

失し，もっぱら国内市場の拡大に依存せざるをえなくなった。しかも，それ

は， r戦後性」と~、う特殊な条件のもとでうしかも，基本的には前述した世界

経済の基木的動向のなかで遂行されなければならなかった。いうまでもなく，

わが国の「戦後性」は，戦争によって破壊された生産力の復興，したがって

そのための資本蓄積の要請としてあらわれ，それが，占領軍の支配下で，実

質的にはアメリカの政治的支配下で進められ，その結果ますますアメリカ経

済への従属性を強めることとなるのである。

ところで，戦後日本資本主義のアメリカへの従属性は，前述した資本主

義世界体制の戦後の動向の反映であるという点も見逃しえない。つまり，第

二次世界大戦後の世界経済は，社会主義世界経済の拡大と強化にともなう体

制的矛盾の激化のなかで，大きく変動し，ひとりアメリカのみが資本主義世

界経済のなかで巨大な生産力と優れた経済力を保持していた。したがって，
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このような条件下で，戦後日本資本主義が世界経済との関連を深める，とい

うことは，とりもなおさずアメリカ経済とのつながりを深めることを意味し

しかも，戦後のアメリカと日本との経済的，政治的関係が，両者の関連を一

層緊密にしたのである。

さらに， 日本資本主義と世界経済，とりわけアメリカ資本主義との関連

をみるばあい，それは単に商品市場に限定されるべきではなし生産構造の

内的関連，つまりアメリカの金融資本，政治権力が日本資本主義の再生産構

造にどのような規制を与えているか，という視点から究明されなければなら

ない。より具体的には，単に商品の貿易関係ばかりでなく，資本輸出，さら

は，それを媒介とするアメリカ金融寡頭制の日本への支配力の拡大，さらに

に国家権力による政治的，軍事的支配の実態が総体的に把握されなければな

らないのである九

かくして，戦後における日本資本主義の復興と発展は，従属的な国家独

占資本主義として，より具体的には，アメリカ帝国主義に対する基本的従属

のもとに，独占資本の人民に対する搾取と収奪を強め，アメリカ帝国主義の

日本人民に対する支配とアジア諸民族に対する攻撃の基礎的条件を提供して

いる。逆にまた，このことが，わが国の独占資本の復興と発展を条件づけた

のである。さらに，このなかで，戦後の農業問題は，これを日本の独占資本

の立場からみたはあい，高度の資本蓄積とそれを実現させる主要な手段とし

ての賃金政策との関連でとりあげられるが， それは， アメリカ帝国主義の

日本に対する軍事的，政治的ならびに経済的政策と対立し それを侵すこ

とは，基本的に許されないのである。 その意味で， 農業問題のなかにも，

戦後日本の国家独占資本主義の従属的性格が貫いているとみることができ

る。むしろ，農業に対しては，かかる性格が尖鋭的にあらわれているといえ

よう。

かかる動向のもとで，われわれがここで特に重点的に分析しようとする

のは，商業的農業の展開条件としての圏内市場形成の問題である。したがっ

5) この点に関しては，多くの論稿があるが，池上惇著『アメリカ帝国主義1l(1965年

刊)がとくに参考となろう。 さらに，日本の国家独占資本主義の性絡規定につい

ては，一ノ瀬秀文稿「日本の国家独占資本主義の特徴と構造J(W経済Jl1966年6

月号所収)を参照されたい。
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て，それじたい市場問題であり，独占資本の政策もいわゆる国内市場拡大を

基軸とする市場拡大政策についての検討に重点がおかれる。

2 戦後再生産構造の特質

ここでは，戦後20年にわたる日本経済のI存生政権造についてつぶさに

あとづけるのが主眼ではない。むしろ，商業的農業の展開条件としてもっと

も特徴的な時期について，その特徴的な動向を摘出しようとするものであ

る。その意味で，第1に指摘しなければならないのは，戦後数年間の日本経

済の動向をどう位置づけるかということであり，第2Vこ，戦後の世界経済の

激変という環境のなかを日本経済がどのようにくぐりぬけ，そのなかでどの

ような体質をつくりあげたか。そして第3に，そのような体質は，昭和30年

以降の高度経済成長のなかでどう具現していったか。以上の諸点について，

商業的農業の動向を特徴づける要因として引き出してみようというのがこの

節のねらいなのである。

(i) 低所得構造に基礎をおいた資本の高蓄積一独占資本の復活強化一

昭和22年7月に発表された「経済実相報告書』によると I鉱工業部門

におけるわが国の生産活動は，終戦の前年昭和 19年の春頃から急激な低落

に向ったが， 昭和20年 8月終戦とともに， ほとんどその活動を停止するに

いたった。 このうごきを昭和10-12年の平均を 100とする生産指数をもっ

て示すと，終戦直後は 1割にも達せぬところまで低下し，その後逐次虚脱状

況から回復するに従って生産も増大し，昨年(昭和.121年引用者) 9月に30.4

まで達した。しかしその後は 10月29.4， 11月28ゑ 12月27.7，本年(昭和

22年一引問者)1月には26.2，2月には24.7と次第に低下したのである。

これを外国と比較するためヨーロッパの戦災国であるイタリーの例をみれ

ば， 昨年10月の鉱工業生産は昭和13年の実績に比し66%にまで回復して

いるJ (~経済実相報告書~， I経済評論J1965年 10月号臨時哨刊所収)。そして， 日中

戦争いらい 8年間に 1，750億円を超える軍事費を投じ， 約250万人の生命

を奪い，終戦時国富総額の約25%を損耗した。 これは，独占資木が大打撃

を受けたことを意味するが，実際の羅災率は中小企業に大きかったことも注

目しなければならない。しかし，戦時経済は，軍需を中心とし総動員体制が

強行され，Ijf需財生産部門を基軸とする再生産構造であったから，このような

鉱工業生産の破壊は，それじたい軍需財市場の壊滅を意味した。この結果， ~I

-30ー



山田: 商業的農業の現段階的性格に関する一考察 (II) 

需財生産部門にもっぱら依存していた日本の独占資本は多大の物的資本を遊

休化せざるをえなくなった。その意味で，この時期は日本の独占資本にとっ

てひとつの危機であった。そこで，その救済策として，政府がまず行なった

ことは，軍需生産から解放された大量の資材ストックの放出と臨時軍事費の

放漫な支出であったへ とくに後者は，軍需会社に対する未払代金，契約打

切りにともなう損失補償などの資本源となった。しかもそれの補lfiは日銀引

受による国債発行と日銀借入に依存した。さらに，その後の市中銀行の取引

先企業に対する救済融資は，昭和24年まで5ヵ年間に約 290億円に達した。

しかしこうした資金供給は生産過程に直結することなく流通過程における

投機とインフレを助長し かえって資本不足を招いた。 表 2に示したよう

に， 昭和21年に最低点に達した鉱工業生産は漸次回復したとはL、え， 昭和

23年ころまではむしろ停迷をつづ.けた。しかも，当初はむしろ消費財生産の

増大が目立っていた〈表4参照)。 しかしこれだけでは，独占資本の危機

からの真の回復はむずかしかった。同時に，この時期には深刻な食糧危機に

直面しており，インフレの昂進と縮小再生産の悪循環が続いたのである o さ

らにそれが銀行資本の危機として深刻化し，これに対する措置として昭和21

年に金融緊急措置がとられたが，インフレ収束のための有効な子段とはなり

えなかった。また，軍需補償打切りを契機に，復興金融金庫を設立し，生産

再開資金の供給が大々的に行なわれるとともに，価格差補給金制度がこれに

併行して実施され，いわゆる「傾斜生産方式」が大々的に実施された7)。表-4

によると，復興金融金庫は，石炭，電力部門をはじめとして，基幹産業部門

に対して重点的な融資を行なっていた。 さらに， 表一-5に示したように資金

不j足立が復輿金融金庫債て

けると L、寸う方法がとらjれ1た。他方，価格調整費は，鉄鋼部門などに重点的に

支出された。その一般会計に対する比率は昭和 24年に最高に達し約 27%と

なった。このように， 復金融資は，その目的上， 価格調整費(補給金)と相

互に補完し合うことによって，新物価体系を基軸とした傾斜生産方式を支え

る政策となったのである。さらに，この時期の物価体系の基調は，低賃金低

米価体系の確立にあり，それによって独占資本に対して資本の高度の蓄積を

6) 大島清編『景気変動と農業Jl10 -19ベージ参照。

7) 土方保稿「戦後金融政策と金融構造J(W経済評論Jl1965年 10月号臨時増刊所収)。
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表-2 鉱工業生産指数 (1) (昭35=100)

年次|吋合[鉱 業[製造工業

同主要内訳

機械工業 I化学工業 I石油・石炭
:製品工業

昭 9 I 27.0 60.1 26.4 9.4 18.9 10.8 

10 28.7 64.8 27.9 9.0 22.9 11.8 

32.3 71.6 31.5 11.4 27.0 13.2 

37.7 77.9 37.2 15目3 31.0 15.8 

13 39.0 82.9 38.2 16.8 35.4 17.2 

14 43.0 86.9 42.4 20.6 37目9 20.3 

15 44.9 93.3 44.3 25.0 37.3 21.5 

16 46.5 93.6 45.8 28.8 37.3 25.4 

17 45.3 91.5 44.5 29.9 31.1 25.4 

18 45.8 92.3 45.0 32目8 27.0 25.5 

19 46.5 84.0 46.2 38.6 24.8 20.3 

20 20.5 44.3 19.6 16.4 10.3 5.8 

21 9.1 32.7 7.4 5.0 6.0 2.6 

22 11.3 43.1 9.2 6.0 8.3 3.1 

23 14.7 52.9 12.3 9.2 10.9 4.8 

24 19.0 60.5 16.3 11.5 15.2 6.0 

25 23.0 63.6 20.4 11.9 20.8 11.1 

26 31.4 73.1 28.8 19.2 27.5 17.9 

27 33.7 75.5 31.1 19.7 30.5 23.3 

28 40.7 80目9 38.5 25.0 37.6 29.7 

29 44.1 77.9 42.2 28.2 42.8 34.6 

30 47.4 78.3 45.7 28.5 49.5 39.7 

31 58.4 86.5 56.4 41.4 59.8 51.1 

32 67.9 95.4 66.9 57.6 70.3 61.4 

33 67.0 92.5 65.7 56.5 74.7 63.2 

34 80.3 91.6 79.6 72目6 83.2 78.3 

35 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

36 119.3 107.0 119.9 129.0 113.8 120.1 

37 129.1 109.4 130.1 145.0 130.0 135.0 

38 142.1 107.7 143.7 159.5 152.7 159.8 

39 166.2 107.9 169.1 194.0 178.9 184.5 

40 174.1 106.1 177.2 198.8 208.0 209.7 

注 目本銀行『本邦主要経済統計』によって算出。
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表-3 鉱工業生産指数 (2) 昭35=100)

年次[資本財|建設資材 l耐久間|非耐久消費財|生産財

日夜 9 13.6 23.4 6.6 48.7 26.0 

10 12.7 27.4 7.7 49.3 29.6 

11 15.9 28.4 9.6 51.5 33.3 

15 36.7 30.0 10.8 54.0 42.1 

20 24.3 11.0 0.7 14.6 16.8 

21 6.5 13.0 2.3 13.9 8.4 

22 7.5 16.8 3.7 15.6 11.4 

23 12.3 20.4 5.2 17.9 15.1 

24 15.1 24.5 6.4 2β9 19.7 

25 15.4 28.6 6.2 30.2 25.1 

26 25.4 42.5 8.3 39.4 32.6 

27 25.1 43.5 10.3 43.5 35.3 

28 31.6 48‘7 13‘3 56.6 41.6 

29 35.0 52.2 15.2 62.1 44.5 

30 34.3 52.6 18.9 69.0 4H2 

31 49.4 61.3 27‘O 75.5 60.0 

32 68.0 69.4 38.7 38.0 66.8 

33 61.7 69.1 48.5 85.9 64.5 

34 72.3 81.1 75.2 91.8 80.0 

35 100.0 100.0 100.。 100.0 100.0 

36 130.0 115.0 125.8 109.0 118.5 

37 143.6 121.1 143.9 121.5 124.9 

38 157.3 132.8 160.1 129.1 139.7 

39 198.9 154.8 175.7 138.1 163.9 

40 211.4 158.7 157.2 148.6 173.7 

注資料 1-1-2に同じ。

保証しようというものであった。これは，たとえば，鉄，石炭， ivfE安などい

わゆる[安定帯物資」の公定価格を戦前基準年次(昭和9-11年)の 65倍に

引上げ，それでも生産費を割るばあいには補給金を出す，と L、う優偶措置を

とりながら， 業種別平均賃金は 25倍におしさげられ， 農産物価格も基準年

次とのパリティで低くおさえられたことにあらわれている。さらに，インブ
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表-4 復興金融金庫業種別融資状況 (単位百万円)

業
| 踊融虫 資 2お額3年度 卜計昨附糊即叩…f情附叩一和制叩…24昨4叫年判一3

Tl1iJ_sR21年度己主主J23 ip Ilt 1__ iH'__ll布地12転出『
石 炭 1，036 18，837 27，645 47，519 32，819 14，700 

鉄 S岡 291 1，567 1，668 3，526 1，943 1，583 

1巴 料 561 3，190 2，278 6，118 4，555 1，564 

電 ブ1 303 2，504 19，592 22，399 19，129 3，270 

海 淫 492 2，347 2，463 13，448 13，317 131 

船舶公団 1，332 6，814 

織 雑 45 666 4，272 4，995 

その{也 3，258 23，034 7，770 33，959 

百十 5，986 53，477 72，502 131，965 

注 『日本開発銀行 10年史』による。

表-5 復興金融金庫債発行状況

年 度
ヲむ ?子 額 日銀引受額

(A) (B) 

昭和 21年度 3，000 2，719 

22 55，900 46，620 

23 109，100 77，272 

計 168，000 126，611 

注資料表-4に同じ。

表-6 一般会計に対する価防調整授の比率

一般会計|鴎の価格 l(B)j(A) 
年 次 |支出総額 調整費

(A) (B) (%) 

昭和 21年度 1，191 120 11.0 

22 2，143 451 21.0 

23 4，731 1，141 24.1 

24 7，410 1，988 26.8 

25 6，646 720 10.8 

4，975 m 
17，604 16，355 

94，342 37，623 

(単位百万円)

(B)j(A) 

(%) 

90.6 

83.4 

70.8 

75.4 

(1引金怠円)

祖税負担率

(%) 

26.8 

28.5 

22.4 

注 1. 大蔵省『財政金融統計月報』日本銀行『本邦経済統計』

2. 祖税負担率は，国民所得に対する，国税，地方税の割合

3. 大島清編1~景気変動と農業~ 17ベージより引JIl
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表-7 国民所得に対する祖税負担率

年次

(年) 国よ止m~~nt ¥1二年Jrmu-z?1
昭 9-11

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

8.5 

22.8 

23.2 

16.9 

16.0 

16.6 

16.4 

15.5 

13.9 

14.2 

注 1. 39年は補正後の数字。

12.9 

26.8 

28.5 

22.4 

22.0 

22.6 

22.2 

21.6 

19.6 

20.1 

stl 32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 

14.5 

14.0 

13.7 

15.1 

15.7 

15.2 

15.。
15.6 

2 林 健久若f¥戦後の資本諸積と財政祖税構造」による。

20.9 

20.4 

19.8 

21.3 

22.1 

21.9 

21.7 

22.2 

レの昂進が，間接的に大衆搾取を強めたことは指摘するまでもない。このよ

うな実質所得の切下げに加えて祖税負担率も昭和 24年ごろまでは著るしく

高かったことに注目しなければならなし、。いうまでもなく，これは直接的収

奪である。

このように，戦後の経済復興は，明治以降，いわば第二の資本の原始的

蓄積といえるほどに農民，都市労働者などからの搾取のもとで資本蓄積を強

行したのである。 L、L、かえれば，戦時経済によって部門聞に極度にアンバラ

ンスを生じ，さらに，戦済中の生産力破壊によって多大な打撃をうけた日本

経済の再生産構造の再建を，独占資本復活を企図する重点的政策を基軸にし

て展開したということが，戦後，朝鮮動乱までの経済の基調をなした。この

点をふまえることなしに，後述する農産物市場の特質も十分理解しえないで

あろう。

(ii) 圏内市場の狭障性と対外(とくにアメリカ)依存の強化

国民大衆の大きな犠牲のもとに強行された「傾斜生産方式Jは，昭和 23

年に入ってようやくその効力を発揮しはじめた。主要物資の生産のなかて、は

肥料，電力の増加が顕著となり，ついで石炭，鉄鋼の生産増大がみられるよ

うになった。しかし，この基幹部門を中心とする生産増大は，一面において
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もともと原料の国外依存(=加工型)を基軸とするわが国産業にとって， 輸

入依存率の増大を意味し，他面においてその製品市場の拡大を不可避的に要

請することになった。しかも，それが植民地喪失下で行なわれなければなら

なかったところに，その「戦後性」がある。しかもその市場拡大は，一方で

は国内市場への依存，それにもかかわらずその狭脳性による制限，その結果

他方における国外市場依存の強化，となってあらわれた。それは一見矛盾し

た方向の志向のようでもあるが，市場拡大という点において一貫していた。

戦後のインフレの要因として傾斜生産方式」がよくひき合いに出さ

れるが，それは大要二つの側面からの指摘のように思われる。その一つは，

文字通り生産財生産に重点をおき，消費財生ー産については抑制措置がとられ

たため，消費財に関しては需要に対する供給の著るしい不足が生じ価格騰費

を招いたと L、う側面，他の一つは，前述した復金融資と補給金は，元来赤字

公債を原資とするものであるから，それじたいインフレを助長する，という側

面である。これが，いわゆるドツジ公使の「経済九原則」によるインフレ収

束策の実施を不可避的にしたのであるが，それがただちに不況を招いたとい

うところに戦後日本経済における圏内市場の底の洩さを露呈していたのであ

る。つまり，傾斜生産方式は，たしかに，消費財需要に対する供給不足を招

表-8 人口の増減

増加

計 1 自然増

)

-

;

 

人
一
率

U

i

-

-

f
+
l
-
H
H

、
ト

j

ご

幽

七

M

M

F

勺
ノ

壮

一

増

庁

i
-
(
-

一
超
一
国
一
人

数
一
出

年 次
|人口 l

昭和9-11年平均 68，647 774 989 -207 11.4 

15 71，400 281 1，099 -819 3.9 

20 72，200 3，603 207 3，471 49.9 

21 75，800 2，352 1，460 1，001 31.0 

22 78，101 1，905 1，732 318 24.4 

23 80，010 1，773 1，768 149 22.2 

24 81，780 1，419 1，532 31 17.4 

25 83，200 1，343 1，356 つ“ 16.1 

30 89，276 894 991 -8 10.0 

35 93，419 866 898 -32 9.3 

40 98，282 

注 原資料: 総理府統計局「日本統計年鑑J;日本銀行『本邦主要経済統計』による。
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いたのであるが，それは，逆に需要の大幅な拡大を必ずしも意味するもので

はなかった。むしろ消費財需要の形成は，消費人口の増大にもかかわらず，

(表-8参照)極度に低い水準におさえられていた。それは，いうまでもなく，

直接的(祖税負担)， 間接的(物価政策)に大衆からの価値収奪を行なったか

らである。しかも，かかる「資本の高蓄積による大衆の低所得j はひとりこ

の時期にかぎらず，戦前から戦後にひきつがれた一貫した資本の政策にほか

ならないのである。このことと資本の市場拡大の矛盾が最初に露呈したのが

ドツジ不況であった。これは，表-9の国民所得，とくにその実質国民所得の

推移， さらに表-10による都市消費水準の推移(戦前水準に復帰したのは昭

和 29年で，これは生産の回復よりもおくれている)をみても推測できょう 8)。

さて，このような圏内市場の狭随性が国外市場への依存を強めたこと

は，戦後の独占資本の復活強化にとって不可避的要請といえるものであっ

た。というのは，すでにふれたように， 日本資本主義の後進性の克服のため

に，国外市場の拡大はその歴史的条件であり，そのため，朝鮮，台湾などの

旧植民地をはじめとするアジア州に依存した再生産構造をつくりあげていた

わけであるが(表-11参考)， それが財戦による植民地の喪失により，対外依

存の戦後的なタイプをつくり上げることになったのである。まず，戦後の輸

出入依存度は表一12に示したとおりである。輸出，輸入ともにその依存度は

戦前ほど高くはなっていないが， 若干の波をみせながら， 輸出については

10%前後， 輸入については 10-15%の範囲内となっている。さらにその内

8) われわれは，ここで，戦後の労働三法の判定と，そのような民主化の実績にもと

づく労働運動の前進が労賃の上昇にどのような役割を演じ，また，そのことが，

国内市場の拡大にどのていど寄与したか，という興味ある課題に直面する。しか

し，この課題への接近は，かならずしも容易ではなL、。けだ L，労働運動は，労

働者階級の主体的要因の醸成なしには，高まりえないが，かかる主体的要因の醸

成は，それじたい外的要因の反映でもあり，樹立規定的関係にあるからである。

その意味で，戦後の労働運動は，労働民主化という土壌のもとに，苛西告な収奪に

対する反作用として惹起し，前進したものである。そして，戦後数年間は，かか

る主体的運動も一定の限度以上には認められず (2.1ス卜の中止指令にみられる

ように)，また，人民収奪がかかる主体的運動を大勢としてお Lかえすほどの力で

強行されたのである o かかる観点からすれば，労働民主化の圏内市場拡大に寄与

Lた側面を過大評価するわけにはゆかない。この点に言及Lたものとして，農村

市場問題研究会編『日本の農村市場』参照。
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表-9 国民所得勘定の推移

年次
|一得I/l\'J~ j't?H，} I操業l-l第 2 次

(10億円)idU)l(%)172L九三
n8 9 13.2 13.6 15.2 18.2 31.5 50.3 

10 14.5 14.6 16.5 20.0 27.6 52.4 

11 15.5 14.9 18.1 21.3 31.0 47.7 

12 18.6 14.8 16.7 19.9 30.1 50.0 

13 20.0 15.2 16.5 20.0 34.5 45.5 

14 25.3 17.3 19.8 24.1 34.4 41.5 

15 31.0 18.9 19.1 24.2 35.8 40.0 

16 35.6 20.2 15.2 19.9 39.3 40.8 

17 41.8 21.9 14.6 19.6 40.2 40.8 

18 48.1 23.5 13.1 17.2 47.8 35.0 

19 56.8 24.5 13.7 17.8 40.4 41.8 

20 

21 360.9 22.1 31.1 38.8 26.3 34.9 

つ““つ 968.5 20.1 29.0 35.4 28.6 36.0 

23 1，962.2 15.3 25.8 31.8 30.7 37.5 

24 2，737.8 13.1 22.4 27.4 32.1 40‘5 

25 3，383.7 13.7 21.2 26.0 31.5 42.5 

26 4，527.7 13.2 19.9 24.9 32.4 42・7

27 5，095.9 14.6 18.8 23.8 31.8 44.4 

28 5，758.7 16.3 16.4 21.9 31.9 46.2 

29 6，050.9 17.3 16.5 21.9 31.0 47.1 

30 6，744.7 19.7 17.8 22.7 30.1 47.2 

31 7，659.9 21.4 14.2 19.0 33.6 47.4 

32 8，324.6 22.6 13.5 18.4 34.2 47.4 

33 8，554.1 24.8 13.6 18.3 33.6 48.1 

34 10，087.2 28.7 12.2 16.6 35.8 47.6 

35 12，054.7 35.5 10.7 14.8 36.4 48.8 

36 14，280.0 40.2 11.1 14.6 38.2 47.2 

37 15，829.3 45.2 9.9 12.9 38.4 48.7 

38 18，368.0 51.5 9.1 12.9 38.8 48.3 

39 20，656.1 57.9 8.9 12.6 39.5 47.9 

注 j京資料: 日本銀行『本邦主要経済統計』によって算!日。
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表-10 都市消費水準 (昭9-11年=100)

年次|総合|ム-引戸1i511e ~I瓦版|雑費
昭 22 55.4 58.6 35.3 110.6 22.4 100.9 

23 61.2 68.8 36.8 99.1 25.4 87.5 

24 65.0 74.3 46.3 106.9 24.6 87.0 

25 69.8 79.4 44.8 103.8 35.7 85.8 

26 68.9 73.2 44.2 104.6 39.8 91.6 

27 80.2 79.3 54.3 111.5 64.4 104.3 

28 94.0 100.5 72.8 121.6 82.5 106.2 

29 100.0 105.5 74.1 128.7 82.5 120.0 

30 106.5 112.0 78.7 135.0 89.3 126.4 

31 112.0 115.6 88.6 135.8 97.9 133.4 

32 110.9 118.5 94.1 136.6 104.0 142目8

33 124.4 125.2 113.7 142.3 108.3 149.5 

34 131.1 128.5 126.9 148.8 119.1 157.4 

35 137.4 131.9 128.7 161.7 130.0 168.0 

36 146.4 135.9 147.6 172.1 147.4 178.5 

37 154.9 137.7 163.7 187.1 159.6 193.8 

38 162.2 140.2 174.4 196.7 166.8 211.8 

39 171.8 147.6 177.0 209.9 169.0 228.2 

40 174.0 147.0 184.2 230.8 170.3 233.3 

注 『国民生活白書~ (昭和40年)による。

容の大要は， 表ー13に示したように，輸出については，重化学工業製品の占

める比率がしだいに高くなっており，これとは逆に軽工業品とくに繊維製品

の占める比率が漸次低くなっている。他方，輸入については，繊維原料の相

対的低下が目立っており，反面，食料品，金属鉱およびくず，などの比率の

上昇が顕著である。この点は，のちにのベる農産物市場に少なからぬ変化を

与える原因になっている。

さて，このような貿易構造のなかで，戦後著るしくクローズアップされ

てきたのは北アメリカ合衆国である。現在，国別にみたばあい，アメリカは

日本の貿易構造に対して決定的な地位を占めている。しかし，このことに注

目すると同時に，前揚表-11によって明かなように，北アメリカ州は，明治
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年
次輸出l輸入輸出l輸入 輸出l輸入輸出l輸入輸出i輸入輸出!輸入

明治 33 100.0 100.0 47.8 31.2 21.5 44.0 27.9 21.9 0.0 0.0 1.4 0.5 1.6 2.4 
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26 100.0 100.0 51.5 34.1 10.8 7.8 15目7 46.1 5.9 5.1 8.2 3.9 7.9 2.7 
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31 100.0 100.0 40.9 32.4 10.0 7.2 26.3 44.4 5.4 4.0 15.7 3.1 1.7 8.9 
32 100.0 100.0 39.9 28.8 11.6 9.4 25.7 46.3 3.3 2.9 17.5 2.4 2.0 10.2 
33 100.0 100.0 36.8 31.8 12.1 9.5 29.9 44.7 4.0 2.6 14.4 2.8 2.8 8目6

34 100.0 100.0 33.2 31.7 11.4 10.9 36.5 41.4 4.1 3.0 11.9 3.6 2.9 9.4 
35 100.0 100.0 36.0 30.4 13.2 10.9 33.2 42.8 4.4 3.2 8.7 3.7 4.5 9.0 
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29 100.0 100.0 32.7 30.2 Hi.2 13.5 34.0 38.4 3.2 4.5 9.1 4.8 4.8 8.6 
40 100.0 100.0 32.5 33.4 15.4 12.3 34.7 37.2 2.9 4.8 9.7 4.3 4.8 8.0 

表-11

品。

日本銀行『本邦主要経済統計』によって算出。原資料.注)



山田: 商業的農業の現段階的性ffrに関する一考察 (II) 

表-12 輸出入依存度の推移
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昭 3.3 

737.2 

730.4 

867.5 

863.8 

889.2 

1，162.7 

1，542.1 

1，091.9 

1，295.8 

1，616.8 

2，091.8 

2，029.1 

2，425.1 

2，857.5 

19.2 

9.6 

7.8 

6.7 

7.9 

8.9 

10.0 

10.2 

10.4 

10.3 

10.4 

8.9 

9.3 

9.2 

9.6 

19.7 

14.5 

12.4 

12.7 

11.7 

10.9 

12.9 

15.3 

10.9 

10.7 

11.5 

12.2 

10.7 

11.3 

11.5 

注 企画庁『国民所得白書]，日本銀行『本邦主要経済統計』によって作成。

期からわが国の貿易のなかで重要な地位を占め，準戦時から戦時にかけて一

時低下したものの，戦後一段とその地位を高めた，といういきさつも見落しえ

ないところである。戦前のアメリカとの貿易は，日本の特産輸出品である生

糸，絹織物が中心をなし，同時にアメリカから原料や機械などを重点的に輸

入したので、あるο こうしたアメリカとの貿易構造は戦後著るしく変ったが，

戦後の特質は，第 1に'ifL需を中心とする特需のしめる比率が高いこと，第2

に外資導入がl相次拡大していること，そして第3に，余剰農産物の輸入量が

急激に拡大していることにあらわれている。

まず，特需がわが国の貿易収支にいかに大きな地位をしめていたかとい

うことは，表-14によっても明かである。 この特需のなかには寧需のほかに

これに関連した需要が含まれるが，このような特需によってわが国の経済が

ドツジ不況からたちなおり，これを契機に機械，金属，化学などの諸部門を

中心に鉱工業生産は急速な伸びを示すこととなるのである。 L、L、かえれば，
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表 13 商品類別輸出入構成比率

商品 T兵別 [昭 28I 32 I 34 I 36 I 37 

総 容i 100.0 100.0 1∞.0 100.0 lo0.0 
(丞化学工業品) (35.7) (38.5) (40.5) (44.3) (45.5) 

輸
i幾 械 恕'i 14.9 22.4 23.6 26.1 25.1 

金協および¥liJ製品 15.1 11.4 11.8 13.4 15.1 

{じ 学 t仁31B1 5.7 4.7 5.1 4.8 5.3 

(経工業品) (64.3) (61.7) (59.5) (55.7) (54.5) 

食 来} 日5日1 7.3 5.9 6.9 
lu 

繊維および同製品 36.1 I 35.5 29.8 27.3 25.6 

非金属鉱物製品 4.7 i 4.5 4.1 4.0 

.7c の {白 14.0 i 15.6 18.3 18.5 18目2; 
一一一一一

総 m 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
食 料 Uロ日 25目9 13.5 13.8 11.5 13.1 

輸 繊 f品 料 27.6 18.6 17.7 16.4 13.2 

金属鉱およびくず 7.2 16.2 13.8 16.5 12.6 

原料品(その他) 14.0 13.0 17.7 15.1 16.7 

鉱物性燃料 12.0 15.9 15.5 16.0 18.5 

入 化 戸子以一 製 日r目， 3.9 4.3 6.1 5ぜ8 5.3 

機 械 5.7 6.7 9.8 10.3 13.6 

そ Il) 他 2.8 11.9 5.6 7.0 

注通産省『通商白書jJ(1965年版)による。

表 14 特需収入高

(単位%)

100.0 100.0 

(54.1) I (57.8) 

31.0 i 34.0 

7.3 I 18.0 

5.8 I 5.8 

(45.4) I (42.2)・
5.3 I 4.8 

3J9l3j 

15.0 I 17.4 

12.9 I 11.0 

17.9 I 17.6 

引9;

年次 l 合計 1(併協)11 年次 l 合計 1(同協)
t (1，000ドル) I (%)(1，0的ドル ('10)

[!g 26 591，677 26.4 481，562 13.7 

27 824，158 36.8 470，823 11.6 

28 809，479 38.2 542，128 11.8 

29 596，614 25.8 445，772 9.3 

30 556，605 20.9 376，095 6.7 

31 595，362 18.5 347，410 5.6 

32 549，269 15.1 39 32:3，364 4.2 

注 1. 原資料: 日本銀行『経済統計月報』。

2. 遠藤湘古若『戦後日本の経済と社会jJ165ベーシより引用。
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重化学工業部門を重点的に志向し，その過程で，原料市場，製品市場ともに

海外依存の度合を高める，とし、う性格は，しだし、にその色あいを明確にし，

昭和 30年以降の高度成長経済へと突入してゆくのである。 さらに， 特需の

外為受取に対する比率は昭和29年以降低下傾向にあるとはいえ， その役割

は決して小さいものではなく，とくに最近は，ベトナム特需と称して，直接

的軍需をはじめ，これに関連した民間需要も漸増傾向にあり，貿易収支ばか

りでなく，圏内工業生産に少なからぬ影響を与えている。

いうまでもなく，産業の重化学工業化は，高度の資本蓄積なしには不可

能である。国際的にみて生産力の低いわが国において，かかる資本蓄積を強

めるとすれば，直接，間接に搾取の度合を高める以外にはきめ手となる手段

はないであろう。そして，これが貿易，為替管理方式， 日銀信用による資金

供給方式，財政投融資，蓄積保護的税制などの政策によって補強されたので

ある。この過程で，国家資金が種々の形態をとりながら，資本蓄積に対して

きわめて重要な役割を果すこととなった。しかし，個人貯蓄も含めて，あら

ゆる遊休資本の動員を行なっても(表-15参照)， 必要資本に対して充当でき

る資本は不足気味であった。また，原料加工型のわが国の工業にとって，外

貨の不足も経済発展を大きく制約することとなった。外資導入が民間資本や

世銀併款などの形で積極的にはかられたのもこのためで‘あった。とくに，高

度成長が急速に行なわれた昭和36年以降は，これらが大幅な増加ぶりを示し

ているのである。高度成長と外資との結びつきがここにあらためて認識させ

られるのである。 L札、かえれば， 日本経済は単に商品市場においてばかりで

なく，資本市場においても対外依存を強めているのである。しかも，その依

存先が主としてアメリカであることは， 表-16によって，貸付金債権の大半

がワシントン輸出入銀行，米国市中銀行によって占められていること，国際

復興開発銀行の出資内容，さらに株式持分，外貨債などの内容を検討するこ

とによっても明かである。 もちろん，かかる資本の流入状況は，昭和39年

から 40年にかけての減少にみられるように， 国内の資金需給をまったく無

視して流れこむというほどではないが，資本提携が合弁会社をはじめとして

あらゆる形態で進行している現段階では， これを基・本動向のひとつにみない

わけにはゆかない。しかも，この他に，技術提携などを含めて考えればアメ

リカ独占資本と日本独占資本の結びつきは，広汎であり，しかもそれは，単
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表-15 貯告と資本形成の内容

国内総資 G(H問EN9実P~質基l額l準年k民間総 園内総貯者主要内訳 (%) | l| l 対総貯:訴
本形成=

統計上の

年次 総貯者? 成割合減耗 留保貯答済余剰I業比率
不突合

(10億円) (10億円)I (%) 引当 ('/0 ) (%1 

JliJ 9 2.8 2.9 82.4 39.2 10.7 46.3 -3.6 -3.6 3.6 

10 3.1 3.0 83.9 38.7 12.9 74.1 -6.5 9.7 9.7 

11 3.6 3.5 83.4 38.8 11.1 72.1 O 2.8 -16.6* 

12 5.8 5.3 86.1 27.6 10.3 51.7 -12.1 3.5 27.6* 

13 6.4 5.3 86.0 28.1 9.4 59.4 -46.9 -1.6 50.0* 

14 8.9 5.9 87.6 27.0 6.8 67.5 -31.5 6.8 37.1キ

15 10.5 5.6 86.5 26.4 11.4 7l.4 -35.2 1.9 27.6ネ

16 11.7 5.5 86.3 27.4 15.4 86.3 -59.9 -7.7 24.8* 

17 14.6 5.8 85.6 25.4 15.1 78.0 -57.5 -6.2 33.6ホ

18 15.9 5.3 84.5 27.0 15.7 82.4 -71.6 -3.8 36.5* 

19 20.7 5.7 82.1 20.8 12.1 68.1 -55.1 -2.9 39.2持

20 

21 105.4 2.6 71.9 23.1 -1.0 21.4 -5.2 -5.2 86.0ネ

22 345.2 7.9 57.6 16.4 -1.3 -11.6 42.9 0.2 55.5* 

23 752.2 4.0 66.1 14.4 0.3 -1.0 42.2 2.8 47.1キ

24 830.6 3.6 64.0 19.0 4.5 -5.2 66.5 9.0 24.2* 

25 1，007.3 4.1 81.7 20.7 19.2 40.9 35.1 17.1 1.8 

26 1，663.8 5.6 75.1 16.8 12.9 43.1 27.2 9.4 9.4 

27 1，678.0 5.5 71.8 21.4 11.7 41.0 20.2 0.2 5.8 

28 1，978.0 6.0 67.5 23.9 20.1 26.5 19.9 4.8 9.9 

29 1，749.5 5.3 66.1 31.9 13.3 32.0 17.4 3.2 8.6 

30 2，086.6 6.3 65.8 31.1 13.1 39.8 15.4 4.4 4.8 

31 2，955.2 8目4 76.4 26.9 18.0 33.2 17.5 -4.7 -0.1 

32 3，210.2 9.0 74.9 29.0 13.1 34.0 21.3 -3.1 -0.1 

34 2，831.7 8.0 67.1 36.5 11.7 41.4 21.8 4.2 -7.4 

33 4，404.7 12.0 74.9 28.6 17.1 35.5 18.8 1.9 1.9 

35 5，613.7 14.8 76.0 27.4 18.9 36.4 i 22.0 O -4.7 

36 7，589.1 18.9 77.2 27.1 15.8 33.4 21.4 -4.8 -2.6 

37 7，182.1 17.5 68.9 31.4 13.9 37.3 23.6 -0.1 -6.4 

38 8，732.4 20.4 71.1 31.1 -4.4 -6.3 

39 21.7 I 69.5 35.2 13.1 I 37.5 I 19.2 。 -4.8 
注 1. 昭9-20年は暦年， 21年以降は会計年度。

2. 尖質簡については総合物価指数 (11白9-11基準)でデフレート。

3. 原資料・ 日本銀行『本邦主要経済統計』によって$HU。

4. 本印は統計上の不突合の芳しく大きいもの。
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山田: 商業的農業の現段階的性格に関する一考察 (II) 

表-16 資金外資導入内訳 (単位 100万「ノレ)

区 分 |腎5-~2 I 33 I 34 I 35 I 36 
貸付金債議 367.8 231.5 127.6 127.1 

92.7 166.0 84.0 25.0 120.0 

ワシントン輸入出銭行 106.0 28.2 20.2 21.3 

米国市中銀行 117.9 5.7 16.2 42.0 

株式持分 61.7 11.4 27.0 74.2 

受益証券 1.1 0.1 0.2 0.6 

社 債 O 。 O O 

外 貨 債 30.0 9.8 72.4 

J日'>. 計 430.6 273.0 154.9 211.7 

区 主士 |昭昨度| 38 39 40 

貸付金債権 358.4 503.9 650.8 379.6 3，134.3 

75.0 100.0 100.0 762.9 

ワシントン輸出入銀行 131.7 18.1 54.3 60.0 538.1 

米国市中銀行 151.4 105.0 203.9 67.7 794.4 

株式持分 164.7 185.3 84.8 83.3 808目5

受益証券 0.7 0.8 1.8 0.4 6.9 

社 債 0.1 0.2 0.9 2.7 4.1 

外 貨 債ー 155.0 194.1 174.5 62.5 698.3 

合 678.8 884.3 912.8 528.5 4，625.1 

注 1 原資料: 大蔵省『財政金融月報』。

2 遠藤湘吉著『戦後 H 本の経済と社会~ 166-167ベージ。

に個別的な結びつきではなく，国家権力を媒介にした金融寡頭制支配に直結

していることも重視しなければならない。

アメリカ余剰農産物の大量輸入については， くわしくはのちにふれる

が，それが，わが国経済の対米依存，さらには対米従属のもっとも典型的な

形態の一つを示し，しかもそれが農業という弱L、産業部門にしわ寄せされて

も、る点に注目する必要がある。いうまでもなく，これは MSA協定にもとづ

く日米経済協力の主要な一環をなすものであり，求めて受け入れたというよ

りはむしろ押しつけられたと L、う側面の方が強い貿易関係に立つものであっ

た。それは，単に農産物需給関係とし、う経済的関係だけでは説明しきれない
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出要因，とりわけ政治的要因が強くはたらいているのである9)。

(iii) 生産力の部門間不均等発展と地域格差の拡大

ここで、産業の地域的構造に関心をもつのは，次の点をとくに重視するか

ほかならない。第 1に，産業部門の不均等発展は，これを産業立地を介媒に

にして考えたばあい，地域経済の不均等発展を意味するからである。そして，

第2に，農業生産を中心に考えたばあい，それが土地生産部門であるという

ことにより，商目1生産としての社会的分業の進展は，とりもなおさず地域的

分化を意味し，とくにその生産構造は，就業構造，商品の交易条件などを通

して，地域経済の動向に大きく左右されるからである。とくに農産物市場は，

漸次，地方分散的市場から全国共通市場に拡大しているとはし、ぇ，その輸送

条件，消費構造ーなどにおいて地域性に規制される点が少なくない。その意味

で，商業的農業の動向を地域経済の動向との関連で分析することは，きわめ

て重要な視点であると思われる。

戦後とりわけ昭和30年以降の日本経済は， 重化学工業を中心にして急

速な経済成長を示した。 この結果，前掲表-2に示したように，機械工業，

化学工業，石川i石炭製品工業などいわゆる基幹産業部門は，産業総合指数や

製造工業全体の生産指数をはるかに上まわる上昇率を示している。 この結

果，生産の集中，資本の集積はいっそう進展した。表-17はその一端を示すも

のである。すなわち，資本金199万円以下の会社は，昭和32年で，社数82.1

ノミ一セント， 資本金総額で10.8パーセントであったものが，昭和38年には

社数70.9パーセント，資本金総額では4.1パーセントと縮小しているのに対

し，資本金1億円以上はそれぞれ0.4パーセント， 66.6パーセントから 0.7パ

ーセント， 80.1パーセントと肥大化している。この中間に位置する会社は，

その数は噌加しているが，資本金の比率は相対的に低下している。したがっ

て 1億円以上の会社の数および資本金の増大は，それ以下の会社の相対的

零細化をよりどころにして進行したとみることができる。さらに，これを地

域(都道府県)別にみると， HB和35年現在で 1億円以上の会社は表-18の

ような分布になっている。資本の集中，集積が，地域的集中と併行して進行

していることヵ:わカミる。

8) ;!1:!JlF隆一稿「アメリカ余剰t生産物と日本農業J(~経済~ No.9所J!JI.)参照。
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it 総理府統計局『事業所統計調査報告』による。

表-18 大規模会社の分布(資本金別)

都道府県 1~ 1O 億円 10-50億円 50 億円以上

東 51!' 989 303 80 

大 日反 336 102 33 

愛 i召 127 24 8 

神奈川 74 15 7 

li予 岡 63 9 

も官 同 45 8 2 

北海道 43 3 2 

その他 580 60 19 

言 2，257 523 153 

注 1. 原資料: 国税庁『国税庁統計年報告』。

2. 前掲 篠原編『計量分析~ 323ベージによる。

いうまでもなく企業の大規模化は実際には産業構成のうえで重化工業化

としてあらわれている。しかしこの立地には，原料事情，労働力事情，工業

用地，工業用水の問題など多くの制約条件がつきまとうから，その生産の拡

大は立地範聞の拡大なしには不可能であり，具体的には新興工業地，;告を形成

47ー



北海道大学農経論叢 第 23集

付表 生産性指標

製造業粗付加価値生産性 1人当り県民分配所得

都道府県
全国標準化平均 全国標準化平均

30 35 30 35 

北海道 110.3 119.5 101.2 92.1 99.6 91.2 

:rl Fj t 森 8.44 84.9 62.9 71.5 72.9 68.2 

:CI 手 129.7 85.5 73.4 64.5 70.5 65.8 

壬i 城 85.9 85.0 66.8 74.9 82.5 78.5 

秋 m 105.2 98.1 77.8 66.1 78.1 69.1 

III 形 56.5 56.4 52.7 65.1 77.0 76.3 

1iil 島 75.8 78.0 74.3 57.7 77.6 74.0 

淡 域 63.6 84.1 70.6 69.5 75.3 72.9 

栃 木 72.4 73.7 69.7 69.5 82.0 82.0 

群 d馬 60.0 57.0 75.9 67.6 80.8 77.1 

埼 玉 79.9 80.4 7.31 93.9 87.2 88.8 

千 業 75.8 86.2 100.4 76.0 84.8 84.7 

東 .!J1. 118.4 111.5 104.6 222.5 173.2 177.7 

神奈川 141.2 149.7 158.6 136.4 122.0 134.5 

新 i幻 73.7 78.7 82.0 75.3 88.9 83.7 

官 山 112.6 100.5 98.0 84.9 98.8 98.5 

石 )11 59.3 62.0 63.2 84.4 90.9 95.6 

m 井 60.2 61.4 57.4 79.4 92.9 84.6 

Jll 梨 44.9 49.5 50.2 59.9 76.4 84.4 

長 野 54.9 61.6 64.3 72.1 84.9 81.9 

岐 j阜 74.8 80.5 69.2 73.1 81.3 83.6 

百予 同 94.2 99.6 106.3 93.0 94.0 102.0 

愛 ま日 82.1 89.1 98.7 102.7 113.6 130.0 

重 98.7 114.2 109.8 76.3 84.8 85.5 

滋 資 113.9 89.2 91.3 77.2 88.7 91.2 

JJ~ tiIl 91.4 91.3 94.3 113.4 110.8 112.4 

大 阪 110.5 108.3 112.2 165.5 141.7 155.0 

J主 )111 113.2 121.3 119.4 122.6 118.6 117.9 

奈 良 132.0 77.4 68.2 75.9 89.8 86.7 

不甘 T;fk iJJ 112.7 114.5 107.3 88.6 97.6 83.5 

[TJ 取 48.1 77.5 60目7 69.6 88.4 72.2 

bij 根 74.7 72.4 70.1 65.1 78.2 71.2 

岡 山 97.4 78.8 87.3 82.1 89.3 84.1 

広 t:J 93.0 82.9 92.9 76.9 86.3 89.2 

III ロ 157.2 158.1 187.1 92.5 90.3 87.0 

徒{ 89.2 47.0 65.9 51.2 73.2 74.1 
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山田: 商業的農業の現段階的性格に関する一考察 (Il) 

製造業粗付加価値生産性 1人当り県民分配所得

都道府県
全国標準化平均 全国標準化平均

昭お| 30 35 陥 25 I 30 35 

香 JI¥ 107.2 67.4 58.0 69.9 89.4 86.8 

愛 援 138.1 88.2 109.4 90.9 86目2 79.0 

高 知 68.7 72.5 53.6 74.5 77.0 77.2 

福 区 124.4 136.3 132.1 99.7 100.2 100.6 

佐 賀 65.9 71.2 58.2 83.0 81.2 71.1 

長 自奇 51.9 64.3 91.7 76.6 80.2 72.5 

熊 本 88.1 94.8 82.3 66.3 78.0 64.5 

大 ノ53、 95.4 142.8 91.3 63.8 78.6 69.6 

百 崎 118.8 111.1 100.9 51.1 65.3 64.6 

鹿児島 47.1 51.7 44.1 44.8 58.1 53.6 

全国 99.7I 100.0 I 1慌 9I -I -l 
注 1. 分母の「全国標準化平均」は，製造業粗付加価値生産性については，昭30年

の製造業従業者数の府県別構成比を固定ウエイトとして，各年について各府

県の粗付加価値生産性を加重平均したもの，また県民分配所得については，

各年次の各府県， 人口 1人当り分配所得を昭和30年の府県別人口構成比を

固定ウエイトとして加重平均したもの。

2. 前掲 篠原編『計量分析~ 210ページ，および 243ベージより引用。

することになる。したがって，これら新興工業地帯と旧工業地帯とを比較し

たばあい，その経済力水準において一見平準化の傾向がみられる。それは，工

業立地の地方分散化を反映しているのごとくである10)。しかし，篠原氏が指

摘しておられるように，所得水準(人口 1人当り分配所得)と第 l次産業所得

構成比との間には明確な逆相関がみられるし，これとは逆に，第2次産業所

10) 篠原三代平氏は，都道府県別分析の結果から「よく高度成長のなかで格差が拡大

したといわれるが， 1人当り所得ではかつても，製造業の付加価値生産性ではか

つても，総体として格差指標が，顕著に増大したという統計的帰結は導かれない」

といわれているが，ひきつづき「けれども国全体を大体工業県グループ，非工業

!呆グノレープに分けると， これらグループ相互間では格差は拡大の傾向を辿った」

という点も指摘しておられる(前掲篠原編」計量分析72ベージ)。 たしかに， ll'iI 

頁付表が示すように，県民所得，製造業の付加価値生産性ともに，格差が拡大し

たとは一概にL、L、がたい。しかし，経済力の地域格差が縮小したことを意味する

ものではなL、。 むしろ，工業化した地帯と非工業地帯(とくに第 1次産業の比率

の高い地帯)とを正確に比較する必要があろう。山本純信稿「経済力の府県別ジ

エアの変動J(週刊『東洋経済~ 1964. 6. 15日号所収)参照。
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表-19 生産性，所得の良工間絡差

時 1当州民一(耐酬)l 献のlt…
農 業 l製造業 l非農業農業/吋即
(千円千円} I (千円L l_l'li>L_L__{7o)_ 

11f{ 31 76.7 263.1 254.7 29.1 30目1

32 79.9 266.9 263.1 29.9 30.3 

33 86.4 256.7 264.8 33.6 32.6 

34 90.1 316.8 299.9 28.5 30.1 

35 99.3 374.2 338.6 26.5 29.3 

36 101.9 404目9 378.8 25.2 26.9 

37 114.5 405.2 394.1 28.3 29.1 

38 123.6 440.7 428.8 28.0 28.8 

39 136.5 473.8 454.6 28.8 30.3 

注 1. 原資料: 経済企画庁『国民所得統計~，総理府『労働力調汗』。

2田 昭和40年度『農業由主付属統計表』による。

総

第 l 次産

段

林業・狩

漁業・水~Iミ

第 2次 l主

鉱

建設

製造

第 3次産

卸売業・ 4

金融・保険・不

運輸・)ffi

電気ガス・

サービ

公

分知不能の

数

業

猟業

2殖業

業

業

業

~、. 

売業

動産業

(3業

く道業

ぇ業

務

産業

表-20 産業別就業者数

|大正 9 I 附 5 I 昭 15| 
(1920) I (1930) I (1940) I 

26，966 29，341 32，231 

14，442 14，490 14，192 

13，727 13，742 13，363 

189 186 292 

526 562 538 

5，57G 5，993 8，419 

421 314 596 

717 977 978 

4，438 4，702 6，845 

G，424 8，788 9，403 

2，G50 4，113 4，083 

130 194 298 

1，041 1，H;7 1，273 

92 122 143 

1.932 2，459 2，887 

579 733 618 

524 71 217 

H召25
(1950) 

35，626 

17，208 

16，102 

424 

682 

7，812 

591 

1，531 

5，690 

10，5G8 

3，963 

3G2 

1，586 

224 

3，272 

1，160 

37 

(単位 1，000人)

~il30 I I1s35 
(1955) I (1960) 

16，111 

519 

9，220 

535 

1，783 

6，902 

13，928 

5，473 

623 

1，819 

230 

4，423 

1，361 

2 

43，691 

14.237 

13，121 

439 

676 

12，764 

537 

2，674 

9，553 

16，682 

6，920 

783 

2，241 

233 

5，177 

1，328 

8 

注 原資料: 総理府『日本の人口， I昭和135 年~，総理府『昭和 35 年同勢調査報告』

による。

- 50-



山田: 商業的農業の現段階的性栴に関する一考察 (II) 

大正rI 昭 5 I 昭 15 昭 25 昭 30 昭 35
(1920) I (1930) I (1940) ¥ (1950) ¥ (1955) (1960) 

構
総 数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

第 1次産業 53.6 44.0 48町3 41.0 :32.6 
成
第 2次産業 20.7 20.4 26.1 21.9 23.5 29.2 

l七 第 3次産業 25.7 30.2 29.9 29.8 35.5 38.2 

得構成比との聞には正の相関がみられる 11)。これは，たとえば農業について，

表-19に示したような生産性ならびに所得格差のあることを反映していると

思われる。そしてこのことは，労働力が農村から都市へ移動する主要な要因

をなしている。労働力移動について詳しく論ずることはできがないが，産業

部門別就業者数の推移をみると，第:1次産業部門の急激な減少，これにかわ

る第2次，第3次産業部門の増加が目立っている。とくに第3次産業部門の

なかでは，卸売業，小売業，サービス業などの著るしい増加がみられる。い

うまでもなく，これは，高度経済のもとで急激に膨脹したぼう大な商品量をさ

ばく必要上，この部門の就業者数が大幅な増加を示したものである。さらにラ

表-21 産業別雇用の地域分布(全国=100) (%) 

北海道|東北|北関東
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4.7 

4.6 

8.0 
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8.3 

iiI111jj|il jiil il i;:l三ji-
il昭ilj:11「jflE::li
11)前掲 篠原編「計量分析J53ベージ参照。
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産
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日刊す廿玄町長1722I21
産業部門7.lIJ就業者数消滅率表-22

北海道 14.2 3.4 3.5 40.2 10.8 ム7.8 26.3 23.9 

東 北 4.2 ム3.4 6.5 24.2 2.7 ム8.4 23.2 16.9 

北関東 2目7 ム7.2 9.9 25.6 4.0 ム9.9 33.3 14.9 

南関東 25.8 ム8.7 36.9 41.1 27.4 ム10.5 57.6 21.2 

ゴヒ 陸 1.6 ム9.3 8.3 21.5 5.9 ム8.5 29.7 13.9 

東 山 3.6 ム6.5 12.6 25.6 2.5 ム13.5 42.5 10.1 

東 i海 11.5 ム11.5 31.8 29.8 16.3 ム10.5 41.3 22.3 

近 畿 17.3 ム6.6 27.3 27.9 19.8 ム15.6 42.6 21.9 

Iヤ 国 5.0 ム7.4 7.8 28.2 5.8 ム11.4 30.3 15.9 

IJ.Lj 国 3.3 ム7.5 7.3 27.2 0.5 ム12.6 16.6 14.4 

北九州 5.9 ム4.9 ム8.1 33.3 5.5 ム12.5 18.5 14.0 

南九州 4.7 ム4.4 1.8 34目5 ム2.4 ム1.27 15.9 12.6 

二介主、』命 国 10.2 ム6.4 18.0 31.4 11.3 ム11.0 38.1 19.3 

国勢調査結果によって作成。

表-21について，産業部門(第 1次，第 2次，第 3次)J]1j就業人口の地域別動

向をみると，全体として第2次産業，第 2次産業部門への人口集中が目立っ

ているが，北海道，東北，北関東ではわずかながら第 1次産業部門の相対的
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(対全国比)比率が高まっている。これに対し，南関東では，第2次産業，さ

らに第3次産業部門への人口集中が顕著である。さらに表 22によって，地

域別，産業部門別就業人口の増減率をみると，第1次産業部門の就業人口率

は，全地域にわたって減少している。また，第2次産業部門，第 2次産業部

門は，さらに南関東，近畿，東海地方などにおいとてくに著るしい増加率を

示している。このように?重化学工業化の過程で，農村から都市への人口移

動，その結果として工業固における人口集中を一層顕著にしている。

3. 輸送・流通部門の賊行的発展

いうまでもなく，工業の発展は，それに照応した交通輸送部門の発展，

流通部門の進展がともなわなければならない。商品生産部門と商品流通，取

引関連部門との聞に発展の政行性があるばあいには，何らかの形でその矛盾

が露呈せざるをえない。逆に生産力の部門間不均等発展がさけられないもの

であり，さらにかかる不均等発展が，すでに指摘したように，地域格差とな

ってあらわれるとすれば，部門聞の商品流通を媒介する関連諸部門もまた，

その肢行的発展をまぬがれえないことも明かであろう。それは，流通諸段階

の発展の政行性，ならびに輸送部門，流通部門発展の地域的肢行性としてあ

らわれざるをえない。

輸送部門についての戦後の発展は， 昭和30年ごろまではほぼ戦前水準

を上まわる旧復ぶりを示したが，その後は，輸送部「可への設備投資がおくれ，

商品量の拡大に追いつきえない状況となった この点については，たとえば，

表-23において， 貨車両数と貨物トン数ないし貨物トンキ戸数との聞に伸び

率の著るしいちがし、があることによってもうかがL、知ることができる。とく

に，従来の交流運輸機関の主流を占めていた鉄道輸送は施設の老朽化などか

ら商品流通のj広大に十分対応することができなかった。とくにこれは，高度

成長期に顕著になった。さらに，ここで無視しえないことは，商品の量的増

大ばかりでなく，商品流通圏の拡大にともなう輸送距離の延長が認られるこ

とである。かくして，商品の延べ輸送量，輸送距離は，年々大幅な増大を示

したが，それは，決して，運輸交通部門における十分な設備投資によって支

えられていたわけで、はない。この点は，たとえば表一23について，鉄道輸送

(国鉄， 私鉄とも)量がかなりの増大を示しているが貨車両数の伸びがこれ

にともなっていないことによっても明かである。もっとも自動車輸送は，鉄
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1hトヤ4irl

年次

25 

30 

114.5 

136.4 

159.0 

186.5 

201.5 

253.0 

283.1 

342.2 

387.。

110.7 
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164，682 41，089 2，209.8 1，012 

『鉄道統計年報]， u 日本統計年鑑~， u 自動車統計年報~， u海運統計年報』。
日銀『本邦主要経済統計』によって算出。

52，175 9，611 58，881 206，606 136，627 

原資料 a

出所 a
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道輸送に比べて大幅な仲びを示しているが，全体として，商i日1をとどこおり

なくさばき切るだけの能力はもち合わせていないのである。このように，ま

ず，商品生産部門と運輸交通部門とのあいだに発展の政行性を認めないわけ

にはゆかない。

さらに，かかる肢行性は，運輸交通部門じたいの地域的版行性となって

あらわれている。とくに，自動車輸送のばあいには道路建設整備が前提をな

すわけであるが，そのための設備投資は， 表-24に示したように，全体とし

Jt!?0l1ω…O 
一…ド山一却…o| F和「「荒伊伊群糊一一馬悶富副「山l型出ErてJ?!空竺竺!?戸¥?i「一! 

滋賀

200-300 

i佐賀 i岡山，山口
300-400 I 

注 原資料~昭和 38 年都道府県別行政投資等実絞調査報告』。

古ij掲 篠原編『計量分析』より算出。

て，増大傾向にあるとはいえ，都道府県別にみてもかなりの格差があり，大

都市中心の投資傾向となってあらわれている。さらに，この点を表-25につ

いてみると事態はいっそう明かである。いわゆる産業基盤投資の地域的分布

をみると，関東，東海，近畿地域などは飛躍的な比率の伸びを示し，第III期

にはこれら 3地域だけで，産業基盤投資の約55ノミ一セントを占めている。さ

らに基幹的輸送網の確立のために不可欠である道路舗装状況をみると，東京

47パーセ γ ト， 大阪27ノミ一セント， 神奈川 14ノミーセント， 全国平均は5

パーセントにすぎなし、(昭和39年度末現在)。また，産業基盤投資とほぼ類似の

性格をもっ生活基盤の整備のための投資(都市計画，文教施設，住宅，環境

衛生厚生福祉など)についても関東地域に約3分の l強が集中しており， 東

海，近畿がこれに次いでいる。さらに，農林水産のための投資すら，いわゆ
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公共投資の地域分布の推移

総 計 l産業基礎|農林水産 l生活基盤|国土保全|補填投資|その他
地 域

1 1 II 1 III I 1 I II ..1 III I 1 1 II 1 m I 1 1 II 1 ml 1 1 II 1 III I 1 1 II 1-III I 1 : IIfllI 
北海道 8.0 9.11 7.6 10.0 16.3 18.6 14目2 4.5 3.1 5.2 7.9 8.1 6.3 3.4 5.2 3.4 5.9 

東 ゴヒ 10.8 9.11 9.3 11.1 9.21 8.6 16.8 14.7 15.0 5‘4 3.3 6.2 14.3 12.3 12.0 6.6 7.6 9.3 9.2i 4.1 7.8 

関 東 18.7 22.1 21.6 22.9 11.1 10.6 8.9 37.8 49.1 34.6 18.3 18.1 19.1 12.5 11.1 9.1 36.41 32目133.3 

オヒ 陸 6.9 6.4 6.11 6.6 6.8 5.7 8.9 8.0 6.6 6.6 3.0 4.6 6.8 7.2 7.0 6.9 7.3 7.4 4.71 2.8 5.7 

東 海 14.2 13目917.9i 14.7 14.0 13.1 13.8 17.9 25.9 10.8 9.5 13.2 13.3 13.4 19.9 16.5 13.3 26.7 10.51 22.9 13.6 

近 畿 13.2 13.9 15.0， 10.8 9.5 17.1 7.1 7.6 6.9 14.2 18.2 17.2 10.6 14.7 12.0 19.7 20.8 17.5 12.9i 11.3 12.4 

中 国 9.4 7.5 6.8 8.3 9.5 7.5 9.1 7.6 6.6 6.3 3.2 5.4 10.6 7.1 6.5 11.0 9.0 8.0 7.7 8.6 7.6 

四 国 4.1 5.41 4.6 4.5 2.9 1.7 2.7 7.5 6.6 4.4 6.9 6.81 4.0 5.3 6.8 4.5 

九 州i ωω 山 112.5112.911.2 11.5110.4 11.4 11.4 9.0 10.9 10.7 12.5 12.7 16.6 18.91 14.6 8.2 7.3 9.2 

表 25

g 

時
州
自
治1 11i「 117「 Ji1711l|i…Oω州01…l !.J.Vv'vrVV'VI.1.VV'VI.l.VV，Vj.LVv.V!.LVV'VI..LVv'vr-Vv'vrVv'vrvv，vl..Lvv.Uj.Lvv.V!J..vv，vl I---.T--.-I 

I=R百26-29，n"'R百30-32，1II=昭 33-35。
産業基盤=道路，港湾，空港。 農林水産=土地改良，開こん，

生活基盤=都市計画，文教施設ぉ住宅，環境衛生，厚生福祉。

補填投資=災害復旧，鉱害復18，失業対策事業。

その他=官庁営繕，その他。

原資料: 自治省『昭和38年，都道府県別行政投資等実績調査報告』。

前掲 篠原編『計量分析"~ 126ページより引用。

国全

千拓，草地改良，林道， jS林，漁港，その他c
国土保全=治山治水，海岸保全。

1. 

2 

3. 

4 

注
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表 26 卸・小売・金融・保険・不動産業の就業人口率の推移

H白::l5i

111325 一一一半」ー|

-5 (%) I 

青森，岩手，秋田 長崎，熊本
福島，新潟，茨城

5-10 
山梨，長野，滋賀
鳥取，島根，徳島
高知，大分，宮崎
鹿児島

石川，福井，栃木北海道，宮城，富福岡
群馬，三重，岡山 山，埼玉，千葉，

10-15 岐阜，静岡，奈良
和歌山，広島，山
口，香川1，愛媛，
佐賀

神奈川，愛知，兵京都
庫

東京，大阪
20-

Au 

e
f
A
 
5
 

10-15 15-20 20-

注 国勢調査結果によって作成。

る農業圏といわれている北海道，東北，九州などには，それほど投資の増大

がみられず， 第 III期において東海地域に約4分の l強が流れているという

のが実情である o このように公共投資すら地域格差をむしろ助長する方向で

なされていることに注目しなければならない。もっとも公共投資においても

投資効率を無視できないという見解もあるが，かかる公共投資が，最近では

その軍事的性格の強化も含めて，国家独占資本主義経済政策の具体策として

独占資本優位に推進されているところにその特質があるわけである。

さて，このような地域的政行性は流通部門の発展過程にもみられる。た

とえば， 表-26は，いわゆる流通・金融諸部門の就業人口率の推移をみたも

のであるが， これによると， これらの部門の総就業人口に対する比率は，

各都道府県とも 5パーセント前後の高まりをみせているが，そのようななか

で，大都市ならびにそれに隣接した府県では，その比率が一段と高くなって

いる。その意味で，これらの部門の就業人口が外延的に拡大し，いわゆる価
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l 卸・小売割合(%)
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注 IIIj掲 篠原編『計畳分析』附属統計表より算出。
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41.3 

43.3 
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42.0 
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33.5 

他を創造しない産業部門としてそれぞれの地域の生産的諸部門に密着してい

る点が指摘できるとともに，その発展が地域的政行性を帯びていることは否

定しえないところである。さらに，流通機構の諸段階との閲iliで高度成長期

についてみると表一27 のごとくである。これによると，卸‘小'ji~合計服売額

では，東京・大阪だけですでに全国の 50パーセントにj主し，しかも全国平均

に近レ伸び率を示しており，商品流通の二大七ンターを形成していることが

わかる。これとともにp 各都道府県では，年間販売額の急速な伸びがみられ，

そのかぎりで商品流通の外延的拡大が読みとれるのであるが，これを，流通

過程の段階と結びつけたばあいには，やはり段階ごとの発展に披行性がみら

れる。 ここでは，大別して卸売業を小売業との区別によってみたのである

が，全体として，卸売業の相対的比率がi白くなっているとはいえ，卸売業中

心の府県とそうでない府県との格差は依然として縮小されないままである。

この数字を的確に理解するためには，商品流通構造にみられる独占的メーカ
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ーに対する系列化の動向と関連づけてみることが必要である。そしてかかる

系列化の過程で，流通話段階の発展の蚊行性とともに，同一段階内における

発展の肢行性，たとえば小売段階にみられる一方に高度の資本回転を要請す

るスーパーマーケットの出現，他方における旧態依然とした家族労作的小売

商の大量の存在，が地域的蚊行性となってあらわれている。し、し、かえれば，

流通諸部門の拡大により，商品市場は，従来の地方分散的市場の域を脱して

急速に全国市場に改編されてきているのであるが，それは同時に独占資本中

心の市場編成であり，かかる方向はそれを助長する流通近代化政策によって

裏づけられているのである。しかも，この過程で，流通部門における生産力

(広義における)の不均等発展は一層顕著となり，かえって，商品の流通費を

割高にする原因とさえなっているのである。

III. 農産物市場の変化と市場政策

1 農産物需要構造の変化

食料消費構造が，国民経済の発展にともなって沌rr次変化するというのは，

ひとつの歴史的傾向である。その意味では，日本の食糧消費構造もたえず変

化してきた。とくに，昭和30年以降は，食生活が米麦中心のものから，動物質

と生鮮食品を加えたたものへと内容的に変化している。これはある意味で

消費構造の「高度化」であるといえよう。しかしp その変化の度合や内容を

どのように評価するかということは，それぞれの立場によってことならざる

をえない。小論の主題と関連づ‘けたばあいには，食料，とくに農産物に対する

消費構造の変化がその需要形成にどのように反映し，それが商業的農業の展

開条件としてどう位置づけ・られなければならないか，ということに帰着する。

このような観点から農産物需要構造について考察するばあい，すくなく

とも次の諸点について十分な配慮が払われなければならない。第 1に，すで

に前章で明かにしたように， 日本の国民生活は，戦後一貫して，資本の高度

の蓄積に抑圧されてきたため，その消費水準は，西欧水準に比べて著るしく

低い，ということである。いわゆる高度経済成長期においては，若十の上昇

がみられたとはいえ，国際的にみてその水準は依然、として後進国のグループ

に属する。第 2点として，このような消費水準のもとで，さらに内容的にみ

たばあい，支出額が相対的に伸ひ、ているのは，耐久消費財支出，住居費，教育
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表-28 各国のでん粉食率およびカロリー

国 名
でん粉食率

(オリジ…ロリ-1摂取カロリー
(%) 

ア メ リ カ 24.5 12，983 3，110 

ニュージランド 28.3 14，914 3，430 

イ ギ リ ス 31.0 12，145 3，280 

ス イ ス 34.3 10，995 3，120 

デンマーク 30.4 12，190 3，370 

フ フ ンス 42.0 9，636 2，940 

西 ドイ ツ 38.8 9，303 2，940 

イ タ リ ア 54.9 5，784 2，670 

ギ リ シヤ 57.1 6，010 2，950 

日 本 64.0 4，143 2，343 

イ ン ト 68.1 2，999 1，910 

注 1 原資料 FAO WFood Balance Sheet~ (1963年)。

2 産業計画会議編 n5 年後の日本の農業~ 170ベージより引用。

費などの項目であって，それは一面において独占資本の需要創造への適応で

あると同時に.他面では環境整備のための公共投資の不足による消費者負担

の増大によるものである。かくして，食料消費への実際の支出は，この面か

らも制限されるのである九 この結果，食料消費構造は実質所得水準の七昇

(それじたいきわめて緩慢であるが)を反映するほどには変化しえず，その水

準は，表-28に示したように低開発固なみで、ある。第3に，食料に対する総需

要は，階層的には所得水準の平準化によって，地域的には農村の都市化ならび

に人口移動にともなう消費人口の増大，によって拡大する。このばあい，消費

人口の増大は最近の人口移動のなかでとくに著るしいものがある。しかし，

所得分布に関しては若干の底上げ現象があるとはし、え，個人所得の格差は，

むしろ拡大傾向にある 2)。 このため，個々の農産物需要の量的拡大があるて

いどあっても，その質的な変化は，分配国民所得の変化から予想しうるほど

大きくはないのである。表-29において，戦前から昭和 30年の変化に比べて，

1) 京野11筑ー稿「市場の不均等発!長と青果物価絡J(北海道農業経済学会シンポジウム
『農産物価格と市場問題←報告要旨ー』所収)参照。

2) この点に関しては，遠藤湘古著『戦後日本の経済と社会』の第8i主 国民生活を
参照されたい。
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IIB和30年から 38年にかけての変化がそれほど大きくないのも，それぞれの

時期における実質所得とその分布の変化を反映している，とみることができ

る。そして，このことは，岡崎に，従来の伝統的食料消費に対する根強い、残

存と復帰の要因となっている o 第4に，それにもかかわらず，食料消費の内容

は実際に変化しており，それにともなって，胃袋の内容も変化しているので，

その要因を見きわめることが必要となる。このばあい，その要因をいっぱん

に指摘されているように生活様式の変化に求めることは容易であり，また，そ

のことは，変化の要因として否定しえないのであるが，それが労働条件の変
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化に起因している，という点をとくに重視する必要があろう。このばあい，必

要摂取量を量的にも内容的にもみたしているかどうかは，栄養学的にも吟味

されるべきことがらであると思う。とくに所得水準の低さからくる栄養上の

アンパランスは，低所得階層において著るしいことは十分予想しうるところ

である。そして，このようなことの社会的定在が，いわゆる「成長農産物」

に対する社会的需要の増大を強く抑制しているのである。食料消費構造の変

化の要因が醸成されているにもかかわらず，これを裏うちする実質所得水準

の上昇がみられなL、ことは，価値収奪が大衆の体力消耗を招いていることの

別の表現にほかならない。このような条件のもとでは，食料消費権造の変化

の要因をただちに現実消費の変化に直結することはできない。 l、L、かえれ

ば，工業化，機械化にともなう労働条件の変化，都市化にともなう生活環境

の変化，などはおそらく西欧水準なみの変化をとげているのであるが，それ

に照応すべき食料消費構造は，低賃金構造のゆえに，低開発国なみの水準に

停迷しているのである。上昇率のみに目をうばわれるべきではなl，3)。 この

程度の食料需要構造の変化がはたして農業生産の転換，商業的農業の構造的

変化の要因となりうるかどうか吟味を要するところである。第 5に，食料消

費の内容的な変化が，主として流通条件の変化によって，しかも，貿易事情

の変化によってもたらされている点も見逃すことができない。パナナの自由

化が国内果実需要に与えた影響などはその端的な事例であるといえよう。

以上，最近みられる農産物需要の内容変化は，それを構造的変化といえる

ほどの大幅な変化ではないし，それを方向づけるような所得水準の上昇もみ

られないのであるが，かかる需要変化は，それだけ農産物市場を多様化し，個

々の農産物について個有の条件をもった個別的市場を新たに作り拡大した。

それは，農産物市場の不要定化要因の拡大を意味した。個々の農産物市場ごと

に需給のアンバランスが価格の不安定化を招き，農業生産の市場対応をそれ

だけ難かしくしているのである(例えば部分的過剰生産の激発などん

2. 農産物市場の国際的条件

農産物市場の不安定化要因として国内市場の多様化もさることながら，

現段階においてそれ以上に重要の意義を有するのはいうまでもなく貿易自由

3) その怠味で，・大内力縦『農業をとりまく新環境』が，食料消費構造の変化に ti会え

ている評価については，疑問な点を含んでいるコ
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化である。昭和 27年，日米安全保障条約発効;昭和 29年， MSA関係4協

定調印，昭和 30年， 日米余剰農産物協定調印，昭和 31年，第 2次余剰農産

物受入協定調印;昭和 34年，為替貿易自由化方針決定;昭和 35年， 日米新

安保条約と行政協定調印;昭和 36年， 農林水産物品目の輸入自由化発表，

昭和 39年IMF8条国移行;など，貿易自由化は，一定の政治的路線に沿っ

て着々と進められた。このうち，とくに変化のはげしかった昭和 30年以降の

農産物の国内自給率をみると表-30のとおりである。このなかには，砂糖の

ように自給率の上昇しているものもあるが，大半は低下しており，とくに麦

類，雑穀，だいずなどの低下が著るしい。むろん，自給率は国内農業生産の

而場条件に対する対応、の結果でもあるから，これを生産の動向の規制要因と

して全面的にうけとることはできないが，さきにふれた自由化のコースが示

すように，農産物輸入の拡大は，わが国の農業にとって容易に避けがたい条

件であった4)。 その位置づけについてはすでに前章でふれたとおりである。

表 30 農産物の園内自給率 (単位%)

年次| 米 |小麦|大裸麦|雑穀 1だしず|果実|肉類 i牛州製品l砂糖
11(3 30 90.6 39.7 78.0 49.0 39.8 101.1 99.6 88.9 9.7 

31 95.2 38.4 71.4 49.9 40.5 101.1 98.4 87.6 9.8 

32 96.4 36.1 72.3 44.8 35.2 101.0 92.7 87.5 12.5 

33 96.7 36.2 75.1 37.9 29.1 99.7 98.7 90.1 14.6 

34 98.1 36.1 88.0 31.2 28.4 99.8 98.0 89.8 16.9 

35 98.3 36.9 98.8 20.3 27.9 99.9 90.3 76.4 19.6 

36 99.4 ! 40.8 100.0 14.6 24.8 99.2 93.4 85.2 20.8 

37 98.6 40.5 100.0 11.9 20.7 ~8.6 94.6 82.2 25.5 

38 98.2 17.7 64.8 8.1 16.4 94.8 88.6 77.7 27.5 

39 96.2 26.8 67.5 6.8 13.0 93.2 88.6 79目7 36.5 

注 目昭和40年度農業白書付属統計表』による。

自給率=生産量/生産量+純輸入量，出所，農林省『食糧自給公』。

4) これに関連した論稿は枚挙にいとまがないが，下記のものを参照されたい。

阪本楠彦編『基本法農政の展開』のうち， とぐに持問恵三稿「食敏行政 相見止す

るこつの道一」。東井正美lfW日本の農業政策.n(とくに第4草)。井野隆一稿「ア
メリカ帝国主義の“食股援助"の名による後進国支配J(W経済.n1966. 7月号所収)。
井野|径一稿「アメリカにおける余剰l農産物と日本農業J(W絞済.n1964. 6月号所収)。
崎在日誠治稿「開放経済体系下における北海道J(北海道農業会議編『北海道農業の
現段階と展望』所収)。
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しかも，かかる農産物輸入がもっぱらアメリカを基軸にして進行しているこ

とは表-31によっても明らかなところである。とくに，穀類，飼料原料，大

豆，綿花などについては，アメリカは支配的な地位をしめ，輸入総額の 29.4

パーセント，食料品輸入額の 31.2パーセントを占めている。

ところで，農産物市場のなかで，その価格は，ひとつの帰結的表現であ

ると同時に，それじたい市場構造を規制する主要な条件をなしている。農産

物輸入による園内農産物市場の撹乱も，直接的には，国際的価格水準による

国内価格への圧迫で、ある。これを理論的にどう整理するかということは，そ

れじたい大きな課題であるが6)， さしあたり，輸入農産物の国内における価

格が，園内農産物の価格，さらには価値水準をはるかに下まわって推移して

いることは明らかである。そして，現段階の政治経済的諸条件のもとでは，

かかる貿易関係を通して国際的分業の実現をはかることは，とくに輸入国に

とってはきわめて困難である。むしろ，国内生産の破壊の要因へと転化する

ことの方が重視されなければならなL、。かつて，イギザスが辿った道明すな

わち，国内農業の放棄のうえに輸出工業国として繁栄したというコースが，

いまの資本主義世界体制のもとで，日本にとって可能であるかどうかは，あ

らためて検討するまでもなく明らかである。 かつての農産物貿易は，輸入

国=先進国二工業国，輸出国=後進国=農業国であった。そこでは，後者の

前者に対する政治的経済的従属のもとに，後者は前者に対して経済的利益を

一方的に提供した。それにもかかわらず，たとえばイギリスにおいて，食糧

の海外依存は，ウィークポイントをなし，第2次大戦後，苦汁をなめること

になるのである。しかし，現段階における日本とアメリカに関するかぎり，

上記の関係はまったく逆転している。輸入国=後進国，輸出国二先進国であ

る。この関係のもとでは，輸入国が輸入によって経済的利益を享受すること

はきわめてむずかしい。 しかも， 前章で指摘したように， これに外資遵入

にれも大半はアメリカから)がからんでくる。 げんに農産物加工部門にお

いですらアメリカ資本の進出はめざましいものがある。このように，わが国

の食糧供給の海外(対米)依存の強化が， しだいにわが国経済の再生産構造

の内部的矛盾の深化をもたらしているのである。

6) この点については拙稿「主産地形成の論理J(北大『農経論叢』第20~長所収)を
参照されたL、。
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3. 農業に対する市場政策の基調

およそ，政策について考えるばあい，そこに「中立性」を見ることは，

ひとつの理念的把握たりえようが，その本質をつかんだことにはならない。

外見上中立性」としてみえるのは， 一定の階級的立場からの部分的妥協

ないし譲歩にすぎない。その意味で，ここで農業に対する市場政策について

みるばあいにも r市場問題」がどのような立場からどのように設定される

か7)，そして， このばあいの市場政策は，かかる市場問題に対して，いかな

る立場からどのような有効性を発揮しうるか，ということが吟味されなけれ

ばならない。まず，資本家の側からみて，最大の農業問題は，商品市場と労

働力市場の相互関連から生ずる諸矛盾を，これまで内包し部分的な緩和の役

割を担ってきた農業が， しだし、にその内在的に激化した矛盾を顕在化しはじ

めて農業危機に近い様相を呈してきた，ということである。これは，資本家

にとって，高蓄積のための低賃金構造が基底から崩壊することを意味する

ので放置しておけなL、。こうした事態を，農民の側から農業問題として把握

したばあいには，いうまでもなく， r農民生活の擁護」ということに帰着す

るのであるが，それは，資本の政策と真正面から対立することになる。した

がって，農民の側からみれば，資本の農業政策との対決じたい，ひとつの重要

な農業問題となるのである。それでは，かかる資本の農業政策は，とくに市

場政策を通していかに具体化しているか。いうまでもなく，その意図は，農

業と非農業との構造的矛盾(したがって，すぐれて生産構造に立脚した矛盾)

を流通過程への政策的介入によってすこしでも軽減しよう，ということにあ

る。その意味で市場政策は，直接的には流通政策であっても，構造政策の一

環をなすものであり，具体的な(したがって狭義の)矯造政策と表裏一体を

なすものである。かかる市場政躍を大別すれば，生産政策，市場拡大政策，

価格政策，流通近代化政策，ということになろう。このうち，生産政策は，

農産物需給政策の一環をなすものである。しかし，この政策は，たえず，農

産物輸入政策と枯抗し，現在では，むしろ，農産物輸入政策の方が先行して

いる。しかし，わが国の経済構造が単純に輸入依存を打出しえないことは，貿

易収支との関連をみるだけでも明らかであろう。それにもかかわらず，大勢

7) この点に関しては近く刊行予定の山田・川端稿「農産物市場の変化と商業的農業

の動向J(湯沢誠編『北海道農業の現段階~ (f反題)所収)を参照されたい。
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として，食糧自給政策は，もはや農業政策の主軸とはなりえな~，8)。そしてテ

これにかわって木来の流通政策へますます重点が移行するようになった。こ

れらのうち，まず，市場拡大政策が構造政策と宿着していることは指摘する

までもない。しかも，この市場拡大が，単Jこ国内独占資本の製品市場の拡大

であるばかりでなく，アメリカを代弁した余剰農産物の市場拡大政策である

ことも自明の理である。さらに，価格政策については，戦後，一貫して低価

格政策が基調となり，副次的に価格安定政策が加味されたのであり，積極的に

価格引上げ政策がとられたことはなかったといってよし、9)。 とくに，昭和 30

年代の前半は，高度成長経済のもとで，農業が相対的にとりのこされ，その

価格条件も，その前後を通しでもっとも不利であった。そして，その後の時

期において，価格政策としては r畜産物価格安定法j， r青果物生産安定事

業実施要領j，r子豚価格安定制度」など，次々と実施に移されたが，それが

貿易自由化と併行して進められるとし、う状況のもとでは，価格支持的効果は

ほとんど期待しえなかったのである。むしろ，価格政策対象農産物は，表-32

引にその一端を示したごとし自由農産物より不利に価格が推移しているの

である問。 さらに，価格安定効果についても，価格不安定化要因(とくに小

表-32 農産物価絡指数

価7義政策対象農産物
Aグループ I . ~グループ 自

i 、も・大豆・菜種T/ +J..:. 

lt! 
年次 米・麦・ /'-.:.lL ::AÇ'~平 均|

葉たばこ |ピート・まゆ・ I I --J I農産物
一 1生乳・肉豚 ! 

昭和 37年度

38 

39 

40 

刷出上昇率l

114.5 

123.3 

138.9 

152.5 

9.8 

注 1 昭和 35.4 ~36.3=100 

115.9 

129.1 

116.6 

132.0 

13.2 

2 農林省「農村物価指数」による。

115.8 

124.8 

133.1 

147.1 

128.8 

133.0 

135.2 

152.7 

10.5 12.9 

8) 食tll自給政策が重んじられた時期(昭 25-30年)には，農地開発改良事業に対す

る投融資額が公共事業費の 30~35ro を占めたが，昭和 35 :11三以降急速に低下して

レる。大谷省三者fil~現代日本農業経済論JJ 110ベージ参照。

9) fìií掲大谷和i~現代日本農業経済論JJl71 ベージ参照。

10) 11而1n政策については白川清稿「農産物価的政策の政策価絡j 1， II (農総研『農業
総合研究JJ174， 18の2所収)参照。
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年次

H召 30

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

山間商業的設業の現段階的性格に関する一考察 (II) 

表~33 相対価jn・生産性の推移 (昭35=100)

|凶|倒 l農産物総合!農業用品総合 B/A 製造業生産性;設業生産性

貯 2 98.9 98.6 76.9 78.5 

94.7 98.8 ¥ 95.9 ¥ 85.5 ¥ 77.9 

96.2 

93.3 

94.9 

100.0 

108.7 

119.7 

127.7 

133.8 

101.9 

97.9 

96.4 

100.0 

104.3 

105.7 

109.2 

110.3 

94.4 

95.3 

98.4 

100.0 

104.2 

113.2 

116.9 

121.4 

91.0 

86.3 

91.9 

100.0 

107.5 

110.5 

117.7 

134.2 

84.0 

87.6 

95.5 

100.0 

106.3 

113.5 

118.4 

126.。
注 1. 原資料. 農林省『農村物価賃金調査』総理府労働力調査報告』通産省

『通産統計J。
2. 製造業生産性=製造業生産指数/製造業常用雇用指数1

}として算出したの
農業生産性=農業絡合生産指数/農林業就業者指数 J 

農的商品生産に内在する要因)にほとんど子をふれないわけで、あるから，見

るべき成果を期待しえない実情にある。

さらに，農産物価格と農業用品価格の相対比価としてみたばあい，一応

逆シエーレの現象を呈しており，表面的には農業に有利な交易条件にみえる

が，労働生定性について対比したばあい，農工聞の格差はむしろ拡大の傾向

にある。つまり，農工間に存する生産性の格差(粗付加価値生産性において

農業は工業の約3分の 1)は縮小よりはむしろ拡大の傾向にある。

さらに，製造業のうち大企業のみをとりだせば格差拡大は，一段とはげ

しくなる。その意味で，交易条件は，農業にとって，ますます不利になって

いる。

こうした状況のもとで，とくに農産物が，物価 t昇要因として注目され，

その対策の一環として流通近代化政策がラ青果物，畜産物などを中心にして

進められている。しかし価格の安定化が主眼ではなく，むしろ，独占資本本

位の市場再編成がねらいである。 これを， ["国家独占資本主義的市場編制11)J 

11)美園喜博諸fW農産物市場論』第7主主219-284ベーシ参照。
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ということもできょう。しかして，このような意義づけをする根拠は，単に

「差当ってまず農産物の流通・市場の側面において，それを中心として，そ

こへの国家の規制と介入，管理と干渉，支配と掌握が大きくクローズ・アッ

プされ，決定化12)Jすることにあるだけでない。 より1頁極的には，小農の生

産過程をもfデ援せす、にはおれない(主として労働力市場にかかわって)独占

資本の要請を，流通過程を介在して効果的に実現するためにとられる具体的

施策であるところに求められなければならない。しかも，このような政策は，

すでに前章で指摘したような流通部門の蚊行的発展のもとでは完全に貫徹す

ることができないで，むしろ，近代化した部門，地域と，近代化に乗りえな

レ部門，地域との格差をますます拡大し，その矛盾を末端部門(したがって

最終的には農民もしくは労働者)にしわ寄せすることとなるのである。その

意味で，商業的農業の展開にあたって，流通構造じたいの地域格差がその地

域格差を拡大する要因として内在するのである問。

以上，具体的な種々の市場政策に共通なことは，農業構造政策とともに

「近代化政策」によって貫カ通れていることである。 このばあい，流通近代化

政策は，商業機関が生産過程から自立しているとしヴ特質のゆえに，生産構

造の近代化に先行することもあり，さらに流通諸段階のうち，ある特定の段

階のみが近代化のテンポをはやめると L、う事態も起っている。これをおくれ

た生産部門(とりわけ小農的商品生産部門)の側からみれば，ますます市場

対応を難しくし競争を激化させる要因となる。

4. 農業金融市場の変貌

商業的農業の展開は，それじたし、貨幣経済との接触をますます深めるこ

とを意味する。ここで，資本としての貨幣の商品的属性が他の一般商品から

区別されるところは，その使用価値の特殊性においてである。これを農業に

ついていえば，農業に対する資金(擬制的資本)の流出入を規制するのは?

あくまで「利子生み資本」の運動法則であり，その運動の基準は利子である。

したがって，農産物市場にみられるごとき農業生麿にf固有な清条件の束紳ーか

12) TiIj掲美園者rW農産物TIi場論.n220ベーシ。
13) この点について部分的に青果物について言及した拙稿「百果物生産機足立と価絡問

題J(北海道農業経済学会シンポジウム『段産物価怖のili場問題』 報告要旨ー』
所収)を参照されたい。
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らはなれて，より自由に農工聞を移動する。しかしかかる資金(資本)移

動は，あくまでも利子生み資本しとて機能しうるかどうかにかかっているの

であり，とりわけ，小農的商品生産への資金流入が，著るしくさまたげられ

ることは，つとに農業金融問題として指摘されているとおりである。反面，

農業からの資本流出はあらゆるルートを通して比較的自由に行なわれ，流出

後は，他の資本と合体して，金融市場において機能することとなる。

こうした観点からみたばあい，農業において何故「すれちがし、金融14)Jを

生ずるかということは，究明すべききわめて重要な課題であり，とくに，そ

こにおける農協系統金融の位置づけは，農業金融問題のかなめである。しか

しこの点については，農協の分析を主題とする後の機会にゆずることと

しここでは，農業に対する資金流出入の動向を通して，農業が，一般金融

市場とどのような結びつきをもっているか，ということについて触れるにと

どめたい。

いうまでもなく， 農業への資金流入は I利子生み資本」の運動に従う

かぎり一般金融機関によってはほとんどなしえない。そこには，特別の政策

的配慮、を必要とする。かくして，農業に対する貸付は，その大半が組合系統

金融機関を通して行なわれることになる。 たとえば，昭和40年3月末現在

において，農業に対する金融機関貸出総額13，961億円のうち，単協は， 8，675 

億円で62パーセント，信連は3，246億円(単協と重複していなL、)で32.2パ

ーセントをしめ，残りの大半21パーセントは農林漁業金融公庫資金である。

これを借り手の農家の側からみればこのほかに若干の個人からの借入もある

が，その比率はしだいに低くなっている。

他方，農業からの資金流出はどうであろうか。農家の預貯金総額は，そ

の系統利用率(昭和39年度末で56ノミ一セント)から推定すれは、，全国の一

般預貯金残高の約 15パーセントを占めるものと思われる。 このなかで，農

協貯金の占める比率は，昭和38年度において約8.4パーセントで，これには

かなりの地域差がみられる。いうまでもなし大都市ならびにその周辺では，

比率が低く，農村地，市では高い。これを，余裕金の系統利用率についてみて

も!日j様のことが指摘できる。さらに，最近は，農協貯金の源泉もかならずし

14)高橋七五三「現段階における農協金融の機能」農林金融問題研究会編『現代の決
業金融』所収)参照。
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も農業収入だけではなくなった。表-35が示すように，都市的農村では約 75

ノ4一セントが農外収入であり， さらに， そのうちの約 41ノミ一セントは，土

地売却代金によってしめられている。かくして，農村から流出する資金が，

かならずしも農協系統組織を経由しないということ，さらに，農協貯金のう

ちp 非農業的源泉の比率が次第に高まっていること，などにより農業金融と

一般金融との接触をますます深めている。しかも，単なるすれちがし、金融

ではなく r流入しにくく流出しやすい構造」を作り上げているのが特徴的

である 15)。しかして，表-34が示すように，銀行預貸率は工業県においてとく

表 34 資金移動指標

一般預金 農協貯金
貯貸率 余裕金系統利則率残高 残高

都道府県 県民分配
銀行預貸率

一般預金
所 得

残(昭 38高) 
単協 l信連(単協 i伝連

(昭 37) (sB 38) (昭40.3)I (昭40.3)I (昭40.3)I (昭40.3)

北海道 102.5 71.8 97.3 97.3 91.8 93.3 93.3 

手t 森 82.8 69.7 63.7 63.7 76.7 93.6 99.1 

司山王 手 82.8 65.9 80.4 80.4 72.8 95.2 96.6 

作ETコ 城 97.1 102.0 79.5 79.5 65.6 95.9 72.0 

秋 回 81.8 65.6 80.0 80.0 71.1 93.9 98.4 

山 形 91.1 73.8 71.3 73.1 59.3 95.7 86.0 

有吉 島 90.1 75.9 73.1 73.1 66.9 92.9 83.7 

沃 城 89.7 72.5 42.0 42.0 55.7 96.6 89.5 

栃 木 94.5 54.7 46.6 46.6 47.9 93.7 79.1 

群 馬 107.5 80.7 40.5 40.5 51.3 97.0 84.5 

f奇 玉 97.1 64.6 26.5 26.5 42.3 92.6 53.:~ 

千 葉 82.3 58.2 47.7 47.7 71.6 92.7 75.0 

東 五¥ 153.2 110.9 42.7 42.7 55.3 71.8 45.1 

神奈川 76.8 56.7 40.8 40.8 41.7 91.7 74.4 

新 iね 92.3 77.1 15.1 51.7 44.3 96.7 71.9 

富 山 108.8 85.0 20.6 36.3 76.3 97.1 4.4.5 

石 JlI 127.1 84.0 13.5 37.4 52.5 97.2 73.6 
一一一一一

15) このような観点から，組合金融をみたばあい，相互金融を原則として成立する基

盤はすて、に崩れているといえる。相互金融にもとづく組合金融は，封鎖的決村金

融市場において，前期的高利t'i資本を排除する際に，もっとも，その本来の機能

を発揮しうるもののごとくである。この点は後の機会に詳述したL、。
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表-35 貯金の源泉(昭和39年度中的加分単位 9'0)

| 源泉矧jL 成」
設業収入(うち米代金) I 削収入(うち土地代金)

全国 47.6 問 52.4叫

純農村

líI\ìli がJ~村

111 漁村

60.5 

25.1 

42.7 

注 1. ~主林中金調査資料。

2. 調資対象組合 1，423。

(33.7) 

(10.9) 

(20.8) 

39.5 

74.9 

57.2 

(12.5) 

(40.8) 

( 8.4) 

3. 役林1':i~投林金融の動向一i昭和 40 年版~ 51ベージより引)110

に高くなっており，一般預金残高，分配所得比率との関連でみれば，農民・

勤労者の貯蓄部分が，工業部門への投資(貸付)にふりむけられていること

が推測されるのである o

農村内資金の農外流出に関連して，最近とくに農協の「余裕金」が問題

とされているが，これは資金の農外流出のー形態にすぎない。農家の預貯金

系統利用率からみれば約 44ノミ一セントの資金が直接， 農協を経由しないで

農外に流出している，という事実に注目する必要がある。戦後，独占資本の

復興過程で，農村から大量の資金が半ば強制的にiJU:げられたが，拡大再生
産資金を農民，勤労大衆に求めるという日本資木主義の後進国的特質は，い

まもって貫徹しているのである。

そして，現在の農楽をめぐる金融市場のうごきは、単に，農業金融と一

般金融とのギャップ，構造的ちがし、に立脚しているのではない。むしろ，

「都市化J， I兼業化」という農村における非農業化のうごきが， 農業金融を

支配的に規制しつつある o しかして，このような動向が農村地域と都市化地

減との経済力格差を拡大していることは指摘するまでもない。商業的農業の

展開もかかる動向を前提にすることなしには理解しえないのである。

IV.要約

小論は，商業的農業の分析のうち，とくにその基礎条件とそれらの特買

を遵き出すことに力点をおいた。このような基礎条件は，国際的条件，国内

経済条件，農業の市場条件に大/JIJできたのであるが，それらに共通した特段
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は，国家独占資本主義の本質が，それぞれの領域，段階において具体的に現わ

れたものに他ならない。いうまでもなく，その具体的発現形態は，第二次世界

大戦後の位界の政治的環境，経済体制の変容の影響をうけて，それ以前とは区

別されるのであるが，そのなかで国家独占資本主義の本質は，より把握しや

すい形態でより深刻な矛盾として露呈しそれゆえに単なる一時的現象では

ない(たとえば，アメリカ余剰農産物も単なる一時的生産過剰ではなく，国家

独占資本主義の全般的危機がもたらす避けがたい構造的矛盾の発現である)。

そして，このような本質を，戦後日本の商業的農業の展開条件として意

義づーけたばあい，第 1に指摘しなければならないのは，農産物市場の国際的

影響の強化である。とくに，資本主義世界体制におけるアメリカの地位は，そ

の動向を左右するキヤスチング・ボートの掌握者である。これにより戦前か

ら貿易関係(商品市場，資本市場ともに)においてアメリカと密接なつなが

りをもっ日本にいおては，政治的経済的に従属関係とみなしうる新しい関係

をつくり出したのである。他方，東南アジア市場に対する日本独占資本の実

質的支配強化も帝'国主義への復活過程として見のがしえないところである。

このような両側面を通して，園内農産物市場では，圏内農業を崩壊に導きか

ねない価値(価格)水準の変化がまき起っているのである。もっとも，この

ような国際的影響は戦後のそれぞれの時期によってことなり，それは昭和30

年代の後半においてとくに顕著となった。

第2に，国内農産物市場は，また，国内経済の動向を反映して，国際的影

響とともに累乗的作用を受けることになる。 戦後独占資本の復活強化過程

で， 日本資本主義の特質としての「後進性」と「戦後性Jを一挙に克服しよ

うとし、う独占資本の衝動は，異常な高度資本蓄積のもとで強行された。この

ため， 国内市場(とくに消費財市場)の拡大は著るしく制限され3 その結果

としても，対外依存度を著るしく強めた。このことは，農産物市場の狭極化

を意味するとともに，商業的農業展開のための農業内資本蓄積を制限した。

もちろん，戦後の開拓・土地改良政策のもとで、農業への財政投融資があるて

いど行なわれたが，それは農業生産力の大幅な上昇をもたらす契機となりう

るほどの規模ではなかった。しかも，こうした政策も近代化政策のf台頭によ

ってにわかに影をひそめ，農村からの労働力析出を企図する農民首切り政策

が強行され，わが国産業の重化学工業化，その他の諸部門との蚊行的発展は
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一層顕著となり，市場問題を一層深刻化させることとなるのである。

第 3Vこ，このような産業の発展にみられる肢行性を農業環境としてみた

ばあい，基幹産業部門と運輸・流通部門との聞の発展の蚊fJ性，これらの部

門内部における地減的段階的政行性となってあらわれている。これは，農業

にかかわる商iif:市場の地域格差の拡大を示している。それだけ農業生産の地

域間競争条件の激化を意味するわけである。

第4vこ，このような条件のもとで実施された農業政策は，それぞれの時期

の具体的な政策目標において若干のちがし、があるとはいえ，農業を工業にお

ける資本蓄積のために資するようにする，という点では一貫していた。さら

に，国家独占資本主義の全般的危機がもたらす構造的矛盾のあらわれである

アメリカ余剰農産物を我国が政治的(その従属性のゆえに)にも，経済的(そ

の大量消費の可能性に依拠して)にも積極的に受入れる， としづ基調を明確

にした。そのために国家権力が総動員されてきたことは，まさに国家独占

資本主義の特質をなすものであった。とくに，農業構造改善政策は，世界的

にみても歴史的必然性をもっており，農業近代化という基本的方向に沿って

進められ，農業に対する市場政策(とくに価格政策)，金融政策は，その一環

として，また構造政策を補完するものとして推進されているのである。

以上，のべたような商業的農業の基礎的展開条件はどれをとっても，農

業をますます激動する渦のなかに投げこむこと，さらに，国家独占資本主義

の農業支配を強化することを意味している。このような条件のもとで，戦後

の商業的農業が具体的にどのような展開を示すか，その動向の特質は何か，と

いうことを実証的に究明するのが，今後に残された課題である o (1967，1，5) 

〔付記〕 小論は，北海道農業経済学会シンポジウム「農産物価格と市場

問題」において「青果物生産構造と価格問題」として報告した際の分析視角

を基礎にして，その考察領域を拡大したものである O 今後も続編を予定して

いるので大方の批判を乞う次第である。
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A STUDY ON  THE CHARACTER OF COMMERCIAL 

F ARMING A T THE PRESENT ST AGE (II) 

-Major Changes in the Surrounding Conditionsー

By 

Sadaichi Yamada 

Succeeding the first part of this study which appeared in the last 

issue of this periodical， the present paper intends to discuss the sur-

rounding conditions which affects the process of commercialization of 

farming in Japan. 

Discussion of the surrounding conditions involves the following 

aspects. 

1. International conditions. 

Japanese foreign trade in the post-World ¥Var II depends largely 

upon American economy both in export and in import. This is especially 

true after the liberalization of the foreign trade. 

Increase in import of grains from th巴 U.S.is of particular importance 

to Japanese agriculture. 

2. Domestic conditions. 

a) ln the process of rapid economic growth， the demand structure 

for farm products is changing favorably to livestock and dairy products， 

fruits and vegetables. 

b) Unbalanced growth is found between the heavy industry and 

the other industries and between the commodity production sectors and 

the transportation industry as well. 

c) Capital is outflowing from agriculture to other sectors of the 

economy. Financial operation of farmer's co-operatives is devoted more 

to non-agricultural business in such a way that credit conditions are un-

favorably aHected to farmers 

d) In the field of agricultural policy， output of livestock and dairy 

products， fruits and vegetables is encouraged. 

Price stabilization intead of price support for products is emphasized 

in the government policies for agriculture. 
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This paper is to be followed by another paper which is planned to 

analyze the real situations of commercial farming in r巴lationto the sur-

rounding conditions discussed in this paper. 
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